


序     文 

 
セネガル共和国は貧困削減戦略文書（DSRPII）において基礎教育を重点分野とし、その具体的な

行動計画を定めた教育訓練 10 カ年計画（PDEF））を策定している。PDEF 第 1 フェーズ（2001-2004
年）では初等教育のアクセスの改善に重点を置き、総就学率は 61%（1998/99 年）から 82% （2005/06
年）へ大きく改善したものの、高い退学率（12%）や留年率（11%）、学習達成度の低さが指摘され

ており、第 2 フェーズ（2005-2007 年）では教育の質の向上が重点課題として設定された。特に、理

数科教育の強化に関しては、理系への高校進学者比率を40%にまで引き上げること（2005年現在34%）

を目標にするなど、その重要性が指摘されている。 
 

一方、教師教育の現状を見ると、小学校教員養成校（EFI））で行われる初期研修は 5 カ月間と極め

て短く、教員の質が大きな課題となっている。初期研修の短い研修期間を補完する観点から、現職教

員研修の重要性は古くから指摘されているものの、現状では、ドナー支援による一過性の研修を除い

ては、学区レベルで毎月行われる教員分科会（CAP））における自主的な研修が行われているのみで

ある。CAP への参加は教員業務の一部と位置づけられているが、政府からの技術的な支援がないた

め効果的な活動が行われているとは言い難く、この解決策のひとつとして CAP の活性化が重要な課

題となっている。 
 

このような状況のもと、セネガル教育省は 2004 年からケニア教育省との協力関係を築いており、

JICA がケニアで実施している中等理数科教育強化計画（SMASSE））との連携によりアフリカの理数

科教育関係者を集めた域内会合の主催、ケニアにおける第三国研修への研修員派遣など活発な連携を

進めている。セネガル教育省の SMASSE に対する期待は高く、アフリカ諸国で同様の取り組みを行

っている。これらの活動を通じ、理数科教育分野での協力に知見を有する我が国に技術協力を要請し

た。これを受け、JICA は、同国の要請に応える協力を検討するために、2007 年 5 月と 8 月に事前評

価調査団を派遣し、セネガル政府や関係機関との間で協力計画の策定に関する協議を行った。この調

査結果を踏まえて再度協議し、2007 年 12 月に討議議事録に署名した。 
本報告書は、プロジェクトの要請背景、案件形成の経過と概略を取りまとめたものであり、今後の

プロジェクトの実施に当たって活用されることを願うものである。 
最後に、本調査にご協力いただいた内外の関係者の方々に深く感謝の意を表すとともに、引き続き

一層の支援をお願いする次第である。 
 
2008 年 4 月 

 独立行政法人国際協力機構 
人間開発部長 西脇 英隆 
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略 語 表 

 
略語 正式名 日本語 

AFD Agence Française de Développement フランス開発庁 
ASEI-PDSI Activity, Student-Centered, Experiment, 

Improvisation – Plan, Do, See, Improve 
活動・生徒中心・実験・工夫‐

計画･実践・評価・改善（授業

法改善の理念） 
BEGIN Basic Education for Growth Initiative 成長のための基礎教育イニシ

アティブ 
BFEM Brevet de Fin d’Etudes de  Moyen 前期中等教育修了証 
CAP Cellule d’Animation Pédagogique 教員分科会 
CAP Certificat d’Aptitude Pédagogique 教員適正証書 
CEAP Certificat Elémentaire d’Aptitude 

Pédagogique 
小学校教員適正証書 

CFEE Certificat de Fin d’Etudes Elémentaires 初等教育修了証 
CIDA Canadian International Development 

Agency 
カナダ国際開発庁 

CNFC Coordination Nationale de la Foramtion 
Continuée 

国家現職教員研修調整委員会 

CNFIC Coordination Nationale de la Formation 
Initial et Continuée 

国家研修調整委員会 

CODEC Collectif des Directeurs d’Ecole 校長会 
DAGE Direction d’Administration Générale et de 

l’Equipement 
総務機材局 

DEE Direction de l’Enseignement Elémentaire 初等教育局 
DEP Division de l’Enseignement Privé 私立学校課（初等教育局） 
DPRE Direction de la Planification et de la 

Réforme 
教育企画改革局 

DPV Direction du Projet des Volontaires ボランティア事業局 
DRH Direction des Ressources Humaines 人事局 
DSRP Document de Stratégie de Réduction de la 

Pauvreté 
貧困削減戦略文書 

EFI Ecole de Formation d’Instituteurs 小学校教員養成校 
FASTEF Faculté des Sciences et Technologies de 

l’Education et de la Formation 
シェイク・アンダ・ディオブ大

学教員養成学部（ダカール大

学） 
FCFA Franc de la Communauté Financière 

Africaine 
アフリカ金融共同体フラン（セ

ーファーフラン） 
IA Inspection d’Académie 州視学官事務所 
IDEN Inspection Départementale de l’éducation 

nationale 
県視学官事務所 

IGEN Inspection Générale de l’Education 
Nationale 

総視学官 

INEADE Institut National d’Etude et d’Action pour 
le Développement de l’Education  

国立教育開発研究所 

INSET In-Service Teacher Training 現職教員研修 
M&E Monitoring and Evaluation モニタリング・評価 
PDEF Programme Décennal de l’Education et de 

la Formation 
教育訓練 10 カ年計画 



 

PEBD Projet d’Education à Banlieu de Dakar ダカール郊外教育プロジェク

ト 
PREMST Projet pour le Renforcement de 

l’Enseignement des Mathématiques, 
Sciences et la Technologie 

セネガル国理数科教育改善プ

ロジェクト 

PRESET Pre-service Teacher Training 教員養成研修 
PHRD Policy and Human Resources 

Development Fund 
開発政策・人材育成基金 

POBA Plan d’Opération et Budget Annuel  年間活動・予算計画 
PRF Pôle régional de formation 地方教員研修センター 
SG Secrétaire Général 事務次官 

SMASE-WECSA Strengthening of Mathematics and 
Science Education in Western, Eastern, 
Central and Southern Africa 

理数科教育強化－西部・東部・

中部・南部アフリカ（地域ネッ

トワーク） 
SMASSE: Strengthening of Mathematics and 

Science in Secondary Education 
（ケニア）中等理数科教育強化

計画 
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第１章 要請背景 

 
セネガル共和国は貧困削減戦略文書（Document de Stratégie de Réduction de la Pauvreté II: DSRPII1）

において、基礎教育に重点を置いており、なかでも初等教育を最重点分野としている。教育セクター

では、教育訓練 10 カ年計画（Programme Décennal de l’Education et de la Formation : PDEF）が策定さ

れ、各国ドナーとの援助協調のもと、セクタープログラムが進められている。PDEF 第 1 フェーズで

はアクセスに重点を置いた成果があり、総就学率は 61%（1998/99 年）から 82% （2005/06 年）と一

定の伸びを示している。現在、初等教育では高い退学率（12%）や留年率（11%）が示すとおり、内

部効率の低さや学習達成度の低さが指摘されており、第 2 フェーズ（2005-2007 年）では、重点を質

の向上に向けている。特に、理数科教育強化に関して、第 2 フェーズで具体的な到達目標が掲げられ

るとともに、大臣が理系進学者の倍増を目指すと発言するなど、近年確実に注目度が高まっている2。 
 

教師教育の現状を見ると、小学校教員養成校3（Ecole de Formation des Instituteurs : EFI）で行われる

養成研修は 2001 年に 5 カ月に短縮され、期間の短縮にもかかわらずカリキュラムの改定が行われな

いなど制度面の不備もあり、教員の質が大きな課題となっている。現在、教育省では来年度より養成

期間を 9 カ月に延ばすことを計画している。同時に現職教員研修（In-Service Teacher Training: INSET）
の重要さも認知されているが、現状では、ドナー支援による一過性の研修を除いては、学区レベルで

毎月行われる教員分科会（Cellule d’Animation Pédagogique: CAP）があるのみである。CAP への参加

は教員業務の一部と位置づけられているが、政府からの財政的・技術的支援がないため、効果的な活

動が行われているとは言い難い。2005 年と 2007 年に JICA が行った調査からも教員が研修を必要と

していることが明らかになっており、この解決策のひとつとして CAP の活性化は重要な課題となっ

ている4。 
 

このため、セネガル教育省はケニアで実施中の中等理数科教育強化計画（Strengthening of 
Mathematics and Science in Secondary Education: SMASSE）を拠点とした SMASE-WECSA（Strengthening 
of Mathematics and Science Education in Western, Eastern, Central, and Southern Africa5）の広域ネットワー

クに参加し、2006 年には WECSA 会合を主催し、2006 年までケニアにおける第三国研修に 30 人が参

加するなど活発な連携を進めており、SMASSE に対する期待は高い。以上のような背景のもと、セ

ネガル教育省は理数科教育分野での協力に知見を有する日本に技術協力を要請するに至った。 

                                            
1 DSRP II は 2006-2010 を対象としたもの。 
2 セネガルでは過去 40 年常に理数科進学者不足に悩まされ続けており、高校進学者のうち理数科選択者は 34%（2005

年）にとどまる。これに対し、PDEFII では、「2007 年までに理系への進学者比率を 40%まで上げる」ことを目標と

して掲げている。また、教育大臣は今後 4、5 年間で理系進学者 7 割、文系進学者 3 割の比率を目標とすると発言

している（日刊紙「Soleil」2006/10/9 付記事）。 
3 各州に配置されている。 
4 高橋（2007）、Diagne（2005）。 
5 SMASE-WECSA は、SMASSE プロジェクトの経験をアフリカ域内で共有するためのネットワーク。年 1 回の域内

会合開催や､メンバー国に対する第三国研修の実施、さらにケニアのカウンターパートによるメンバー国に対する技

術支援（出張ベース）などを行っている。 
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第２章 調査・協議の経過と概略 

 
２－１ プロジェクト形成の経過と概略 

JICAはケニア SMASSEプロジェクトを拠点としたSMASE-WECSAの広域ネットワークを中心に、

アフリカ諸国における理数科教育強化に貢献している。SMASE-WECSA には 33 カ国・地域6が参加

し、第三国研修や国際会議により能力強化を行ってきた結果、多くの国から JICA へ理数科支援の要

請が提出されている。実際、2004 年から 2006 年までの間にウガンダ、マラウィ、ザンビア、ナイジ

ェリア、ニジェールで SMASE-WECSA の協力のもと、新しい技術協力プロジェクトが始まっている。 
 

セネガルにおいては、2007 年 6 月まで教育省に派遣されていた JICA 専門家（教育政策アドバイザ

ー）からの報告をもとに、SMASE-WECSA と協力した案件立ち上げの準備が行われた。具体的には、

ケニアにおける第三国研修への研修生派遣、セネガル高官のケニア SMASSE プロジェクト視察、2005
年の SMASE-WECSA 会合の開催などの機会を通じて技術交換を実施してきており、本案件もこれら

の技術交換の延長線上に形成されてきた。2007 年には、この一連の流れを技術協力プロジェクトと

してきちんと組み立てるために、2 度の事前評価調査を実施した。その後、調査結果を踏まえ、JICA
本部とセネガル事務所、ケニア SMASSE プロジェクトで検討した結果をもとに、JICA セネガル事務

所がセネガル側関係者と実施協議を行った。 
 

調査・協議の結果は以下のとおりであり、事前評価調査報告とミニッツ（M/M）などについては、

付属資料を参照されたい。 
 
２－２ 事前評価調査 
（１） 実施時期（現地調査） 

第 1 次事前評価調査：2007 年 5 月 6 日－12 日 
第 2 次事前評価調査：2007 年 8 月 14 日－9 月 6 日 

 
（２） 概略 

【第 1 次事前評価調査】  
プロジェクトの要請背景調査を行い、必要な情報を収集し、セネガル側関係者とプロジェクト計画

について協議を行った。この協議には、ケニア SMASSE 長期専門家やケニア人カウンターパートも

参加し、ケニアでの理数科教育協力分野での先行経験を反映させた案件の形成に努めた。 
 本調査では、研修のおよその仕組み・規模について合意し、研修トレーナーの選考基準、所要経費

の確保などプロジェクト実施体制の詳細に関しては、第 2 次事前評価調査で再度協議することとした。 
 
【第 2 次事前評価調査】 
 第 1 次事前評価調査の結果を踏まえ、プロジェクト目標、活動、スケジュール、日本側及びセネガ

ル側実施体制、経費負担などについて協議を行い、双方で合意した。 

                                            
6 2007 年 9 月現在。 
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 なお、プロジェクト経費のうち研修実施に関する経費についてはセネガル側負担として合意したが、

既に 2008 年度のセネガル政府予算作成時期を過ぎていたこともあり、2008 年度に関しては、セネガ

ル政府予算ではなく、日本も支出する世銀の開発政策・人材育成基金（Policy and Human Resources 
Development Fund: PHRD）を活用することとなった。 
 
２－３ 討議議事録の署名 
（１） 概略 

二次にわたる事前評価調査の結果を受け、セネガル側により作成されたプロジェクトドキュメント

と日本側により作成された事業事前評価表に基づいて、セネガル側と実施協議を行い、プロジェクト

実施に関する合意に至った。 
 
（２） 討議議事録の署名 

合意内容は、討議議事録（R/D）にまとめられ、2007 年 12 月 4 日に JICA セネガル事務所長とセネ

ガル教育省事務次官の間で署名が交わされた。 
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第３章 事前評価表 

 

１．案件名 

セネガル国理数科教育改善プロジェクト（Projet pour le Renforcement de l’Enseignement des 
Mathématiques, Sciences et la Technologie: PREMST） 

 
２．協力概要 

（１） プロジェクト目標とアウトプットを中心とした概要の記述 

セネガルにおける初等レベルの教員の理数科教科の教授能力が現職教員研修によって強化される

ことを目的として､パイロット地域の 3 州において､ケニア中等理数科教育強化計画（SMASSE7）で

開発されたモデルを参考に､ナショナルトレーナー、リージョナルトレーナー、ローカルトレーナー､

小学校教員を対象とした理数科現職教員研修を実施する。 
（２） 協力期間 

 平成 19 年 12 月中旬から平成 22 年 12 月中旬の 3 年間 
（３） 協力総額（日本側） 

 約 1.3 億円 
（４） 協力相手先機関 

 セネガル教育省 
（５） 国内協力機関 

   特になし 
（６） 稗益対象者及び規模､等 

・ ナショナルトレーナー   11 人 
・ リージョナルトレーナー  50 人 
・ ローカルトレーナー    約 350 人 
・ パイロット州の小学校教員 約 10,500 人 
・ パイロット州の小学生徒数 約 42 万人（間接的裨益者） 

 
３．協力の必要性･位置付け 

（１） 現状及び問題点 

セネガルでは､近年アクセスに重点を置いた成果があり､初等教育の総就学率は 61％（1998/99 年）

から 82％（2005/06 年）と一定の伸びを示している｡一方､初等教育では高い退学率（12％）や留年率

（11％）が示すとおり内部効率の低さや､学習達成度の低さが指摘されており､重要な課題となってい

る。 
教師教育の現状を見ると､小学校教員養成校（EFI）で行われる養成研修は 2001 年に 5 カ月に短縮

され､期間の短縮にもかかわらずカリキュラムの改定が行われていないなど制度面の不備もあり､教

員の質が大きな課題となっている｡教育省では今年度より養成期間を 9 カ月に延長し､同時に現職の

                                            
7 ケニアで 1998 年より実施されている理数料教育強化プロジェクト｡理数科の現職教員研修システムを構築し､理数

科教員に対し現職教員研修を実施､教員の能力向上を通じ､生徒たちの理数科学力の向上を狙う。 
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ボランティア教員の能力強化にも取り組むなど現職教員研修（INSET）の重要性も認知されている。

現職教員研修としては、このほか学区レベルで教員分科会（CAP）の機会もあるが、必ずしも効果的

な活動ができていない状態であり、2005 年と 2007 年に JICA が行った調査からも教員が研修を必要

としているのが明らかとなっている。 
 
（２） 相手国政府国家政策上の位置付け 

セネガルの教育セクターでは教育訓練 10 カ年計画（PDEF）によって長期的な方向性を示し、教育

政策文書（Lettre politique générale pour le secteur de l'éducation et de la formation）で中期的方向性を定

めている｡2005 年に発布された教育政策文書では､優先分野は教育の｢質の向上｣と｢地方分権化｣に置

かれており､理数科教育の強化は質向上策 14 項目中の 2 項目を占める位置づけで､特に中等教育にお

ける理数科強化の方針が見られる8｡また､貧困削減戦略文書（DSRP フェーズ II）でも基礎教育を優先

事項第二軸に含め､PDEF における計画を中心に教育の充実を図ることが提示されている。 
PDEF 第 1 フェーズでは､アクセス向上に重点を置いていたが､PDEF 第 2 フェーズ（2005-2007 年）

（PDEFII）では､質の向上が大きく取り上げられている｡具体的には｢仏語と算数の学習到達度の改

善｣を目標として、｢算数の教員養成指導者の能力強化｣が取り組みとして挙げられている。 
 
（３） 我が国援助政策との関連､JICA 国別事業実施計画上の位置付け（プログラムにおける位置付      

け） 

国別事業実施計画（平成 17 年度 10 月改訂版）では､援助重点分野に①基礎生活の向上（水供給､

教育･人的資源開発､保健医療）、②環境（砂漠化防止）、③経済成長を通じた貧困削減（農水産業､イ

ンフラ）を選んでいる｡本プロジェクトは､基礎生活の向上（教育）の中でも､基礎教育支援プログラ

ムの中に位置づけられ､教員養成研修強化プログラムの理数科教育の改善支援に資する協力と位置づ

けられている。 
 

４．協力の枠組み 

〔主な項目〕 
（１） 協力の目標（アウトカム） 

  ①協力終了時の達成目標（プロジェクト目標）と指標･目標値 
  【プロジェクト目標】 
   CAP 内における INSET を通じて教員の理数科教科の教授能力が向上する。 
  【指標9】 
  ・ 対象地域における活動・生徒中心･実験･工夫‐計画･実践･評価･改善（Activity, 

Student-Centered, Experiment, Improvisation – Plan, Do, See, Improve: ASEI-PDSI）の授業法10を使

                                            
8 ME（2005a）p9.6 
9 具体的な数値については､プロジェクト開始後ベースライン調査を実施し、セネガルと合意することとしている。 
10 ASEI-PDSI とは、ケニア SMASSE プロジェクトで導入した授業改善の理念｡Activity（活動に基づいて知識を得る授

業へ)、Student（教師中心の授業から生徒中心の授業へ)、Experiment（講義中心から実験や教育方法を工夫した授業

へ)、Improvisation（身近な教材を使った小さな実験のある授業へ)、それに Plan（計画)、Do（実践)､See（評価)、Improve

（改善)というサイクルに沿って授業計画作成から評価、フィードバック、改善を行うことを提唱している。 
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った授業の実践度。 
   

②協力終了後に達成が期待される目標（上位目標）と指標･目標値 
【上位目標】 

   小学校レベルにおける理数科教育の質が向上する11。 
【指標】 
・ 対象地域における学年末の理数科試験結果。 
・ 対象地域の小学校における進級率。 

 
（２） 成果（アウトプット）と活動 

  【成果 1】ナショナルトレーナーチームが形成され、その能力が強化される。 
  【活動】 
  1.1 INSET のためのナショナルチームを形成する。 
  1.2 ナショナルチームに対して研修を実施する。 
  1.3 INSET のニーズを調査する。 
  1.4 ナショナルトレーナーにより、INSET モジュールを作成する。 
  1.5 トレーニングプランを作成する。 
  【指標】 
  ・ ナショナルチームの形成、プロジェクト業務への従事。 
  ・ 研修を受けたナショナルトレーナーの数。 
  ・ 州研修を行ったナショナルトレーナーの数。 
  ・ 開発された研修モジュールの種類・数。 

【成果 2】トレーナーのローカルトレーナーに対する研修を実施する能力が強化される。 
【活動】 
2.1 リージョナルチームを形成する。 
2.2 ナショナルトレーナーにより、リージョナルトレーナーのための研修を実施する。 
2.3 リージョナルトレーナーに対する研修のモニクリング･評価をする。 
【指標】 

  ・ 3 州におけるリージョナルチームの形成。 
  ・ 研修を受けたリージョナルトレーナーの数。 
  ・ ローカル研修を行ったリージョナルトレーナーの数。 
  ・ 3 州における INSET センターの機能。 
  ・ 開発され、使用されているモニタリング･評価ツールの種類･数。 
  ・ プロジェクトによって開発された研修の質指標の値。 

 

                                            
11 ミニッツでは｢数学･科学･技術教育｣となっているが､これはセネガルでこの 3 つの言葉を一緒に使うのが慣例にな

っており､技術という言葉を入れることによって JICA より特別な支援を要望しているわけではなく、内容的に

SMASSE が意図している理数科と同様の意味であることが確認できたため､先方政府の意向を尊重し､ミニッツでは

｢数学･科学･技術教育｣という言葉を使うこととした。 
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【成果 3】ローカルトレーナーの能力が強化される。 
【活動】 
3.1 リージョナルトレーナーにより､州レベルの研修計画を立てる。 
3.2 ローカルトレーナーを選定する。 
3.3 リージョナルトレーナーにより、ローカルトレーナーのための研修を実施する。 
3.4 ナショナルトレーナーにより、ローカルトレーナーに対する研修のモニタリング･評価をす

る。 
【指標】 

  ・ 10 県におけるローカルチームの形成。 
  ・ 研修を受けたローカルトレーナーの数。 
  ・ CAP 内研修を行ったローカルトレーナーの数。 
  ・ 3 州において作成された研修計画。 

 
【成果 4】CAP 活動を通じ、教員の理数科における教授法の実践が向上する。 
【活動】 
4.1 ローカルトレーナーにより､CAP 活動計画を立てる。 
4.2 ローカルトレーナーにより､教員に対する CAP 内研修を実施する。 
4.3 CAP 活動のモニタリング･評価をする。 
【指標】 

  ・ 対象州にて CAP 内研修を受講した教員の割合（％）。 
  ・ 各県にて作成された CAP 活動計画。 
  ・ 生徒中心型教授法を実践する教員の割合（％）。 
 
（３） 投入（インプット） 

  日本側：プロジェクト執務室の整備、研修センターの整備、研修実施の初期投資（研修用    

機材の供与）、本邦・第三国研修へのカウンターパート（C/P）招聘、日本人・第三国専門

家派遣。 
セネガル側：プロジェクトマネージャー、ナショナルトレーナー、リージョナルトレーナー、

ローカルトレーナー、プロジェクト執務室、州研修センター、研修実施経費（交通費、宿

泊費、食費、トレーナーヘの謝礼など）。 
 

（４） 外部要因（満たされるべき外部条件） 

① プロジェクトの前提条件 
     ・ セネガル政府の理数科教育強化に関する政策が変更されない。 

② プロジェクト実施上の外部条件 
   ●プロジェクト目標を達成するための外部条件は次のとおり。 
    ・ ナショナルトレーナー、リージョナルトレーナー、ローカルトレーナーがプロジェクト

期間中は現在のポストにとどまる。 
    ・ 教員の処遇が悪化しない。 
   ●期待される成果が達成されるための外部条件は次のとおり。 
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    ・ SMASE-WECSA が本プロジェクトの支援を継続する。 
    ・ 新たなプロジェクトや研修が本プロジェクトの実施を妨げない。 
 
５．評価５項目による評価結果 

（１） 妥当性 

  本案件は､以下の理由から妥当性が高いと判断される。 
・ 2005 年に発布された教育政策文書の優先分野において､理数科教育の強化は質の向上策 14 項

目中の 2 項目として重点課題となっている｡また、教育訓練 10 カ年計画（PDEF II）では､質

の向上に重点が置かれ､具体的には｢フランス語と算数の学習到達度の改善｣を目標として、

｢算数の教員養成指導者の能力強化｣が取り組みとして挙げられている｡なお､理数科教育強化

に関しては､大臣が理系進学者の倍増を目指すと発言するなど､政策面での重要性は確実に増

してきている12｡ 
・ 2005 年と 2007 年に JICA が行った調査や､2007 年に教育省が実施中の調査からも教員が現職

研修を必要としていることが明らかとなっている13｡ 
・ 日本政府は｢成長のための基礎教育イニシアティブ｣（Basic Education for Growth Initiative: 

BEGIN）14で､教育の質向上への支援として､日本が国際的比較優位を持つ理数科教育支援を

重点分野としており、日本の政策上でも優先度が高い。 
・ 対セネガル JICA 国別事業実施計画における基礎生活の向上（教育）の中でも､教員養成研修

強化プログラムが理数科教育の改善支援に資する協力と位置づけられている。 
・ 2007 年､2008 年の研修費･モニタリング費は世界銀行・フランス開発庁（Agence Française de 

Développement: AFD）による能力強化プログラムファンドを使用する予定であり､本プロジェ

クトは､他ドナーとの協調を踏まえたセクタープログラム枠内の支援として認識されている
15。 

 
（２） 有効性 

  本案件は､次のような理由から有効であると判断される。 
・ 本プロジェクトでは､現職教員研修（INSET）講師となるナショナルトレーナー、リージョナ

ルトレーナー、ローカルトレーナーとカスケード式に研修を実施する予定である｡カスケード

による研修の質の低下は､教員養成･現職教員研修を本来業務とし､豊富な小学校教員経験を

                                            
12 セネガルでは過去 40 年常に理数科進学者不足に悩まされ続けており、高校進学者のうち理数科選択者は 34％（2005

年）にとどまる｡これに対し､PDEFII では、｢2007 年までに理系への進学者比率を 40％まで上げる｣ことを目標として

掲げている｡また､教育大臣は今後 4､5 年間で理系進学者 7 割、文系進学者 3 割の比率を目標とすると発言している（日

刊紙｢Soleil｣2006/10/9 付記事)。 

13 Diagne, Amadou Wade（2005) “Etude d’un projet pertinent sur l’enseignement des sciences et des mathématiques à l’école 

élémentaire et dans l’enseignement moyen au Sénégal“, Dakar. 高橋晶子（2007)｢セネガル理数科教育協力に向けての基礎

調査｣。2007 年の教育省による調査（Enquête Qualitative et Visites de Terrain)は現在、ドラフト段階。 

14 2002 年のカナナスキス・サミットで発表した日本の「万人のための教育」（EFA)達成に向けた基礎教育協力の基本

理念や重点分野をまとめたもの。 
15 このファンドには、世銀を通じて日本政府が人的資源開発資金にて 4 億円を拠出している。 
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持つ地方視学官を中心にナショナルトレーナー､リージョナルトレーナーを選定することに

よって最小限に抑えられる。プロジェクト目標や成果を測る指標に関して､ケニア SMASSE
や他の SMASSE 案件で開発された評価ツールを参考にし､本プロジェクトに合致したツール

を作成する｡指標は上記のプロジェクトで積極的に活用･応用され､一定の効果が見られるこ

とから､本プロジェクトにおける指標としての有効性は高い。 
・ 本プロジェクトでは、フランスの理科教育改善プロジェクト（La main à la pâte）と連携して、

共同で研修モジュールを作成することを予定している。小規模ではあるが、一定の成果を挙

げているフランスのプロジェクトと共同で教材を作成することにより、質の高い全国共通の

教材を作成することが可能となる。 
                                                 
（３） 効率性 

 本プロジェクトは次の理由により効率性が高い。 
・ 本プロジェクトでは､セネガルの地方分権化の流れに従いリージョナルトレーナー､ローカル

トレーナーのための研修を両方とも州レベルで実施することにしている｡教員研修は既存の

CAP の通常活動を利用するため､教員に余計な負担を強いることなく実施できる。 
・ 技術的なインプットについても、日本人長期専門家以外は､主にケニア SMASSE からの第三

国専門家の派遣を考えている｡研修教材やモニタリング･評価ツールについても､ケニア

SMASSE で開発されたものをベースにセネガルの教材を開発することを考えており､ゼロか

ら作成する場合と比べ効率が高い｡その結果､本プロジェクトにおける教員 1 人に対する 3 年

間のユニットコスト（JICA 負担分）は 1.2 万円に収まり､費用対効果が高い。 
・ 本プロジェクトにおける現職教員研修のリカレントコスト（講師と参加者に対する宿泊費･

食費･交通費）は､約 10,500 人の教員に対して年間約 2,000 万円で、教員 1 人当たりにかかる

年間費用は約 2,000円と妥当な金額であり､教育省にとって負担可能な額である｡さらに､本プ

ロジェクト期間中にナショナルトレーナー、リージョナルトレーナー、ローカルトレーナー

の能力は強化されると期待され、将来的にはこれら講師に対する研修費は大幅に削減するこ

とが可能であると見込まれる。仮に、講師に対する研修をなくし、CAP 内における教員研修

のみを継続するとすれば､年間のリカレントコストは教員1人当たり約500円にまで減少する。 
・ 本プロジェクトでは小学校教員の青年海外協力隊員との連携により､CAP 内における研修の

活性化を期待しており､現職教員研修というトップダウンのインプットと隊員による草の根

レベルのサポートの両面から教員を支援することで効率のよい協力を図る。 
・ 前述のように､フランスとの共同モジュール開発を予定しているため､既存のモジュールをベ

ースとした効率的な開発が行えると期待できる。 
 

（４） インパクト 

 本プロジェクトは、次の理由からインパクトが大きい。 
・ 本プロジェクトは､対象地域を全 11 州のうち 3 州に限定するパイロットプロジェクトと位置

づけられてはいるものの､対象教員は約 10,500 人に上り､セネガルの小学校教員の約 3 割を占

める。 
・ 州の能力強化に重点を置くものの､将来的に他州への拡大の可能性を見据え､ナショナルトレ

ーナーのうち 5 人は中央より選定することとなっている。 
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・ 本プロジェクトによる現職教員研修は理数科教科に限定して実施されるが､既存の教員分科

会である CAP 制度を強化する形で行われるため､一度軌道に乗れば､理数科以外の教科への

応用が比較的容易に可能になるというインパクトが期待できる。 
・ 本プロジェクトにおける講師の多くは小学校教員養成校（EFI）の講師より選定される予定で

あり､先方政府は､将来的には本プロジェクトで実施する理数科研修の内容を教員養成カリキ

ュラムの一部に組み込むことを検討している｡本プロジェクトの対象範囲からは外れるもの

の､理数科研修の教員養成への拡大は､将来的に大きなインパクトを与える可能性のある構想

である。 
 
（５） 自立発展性 

 本プロジェクトは以下の理由から自立発展性が見込まれる。 
・ 本プロジェクトでは､既存の CAP 活動に理数科研修を取り入れることによって､CAP 活動を

活性化することを狙っている｡本プロジェクトのために現職教員研修を全く新しい制度とし

て創り上げるのではなく､長年にわたって存在してきた既存の制度を活用し､その強化を図る

ことを目的としていることから､プロジェクト終了後にもこれまでと同様、自立的な運営が見

込まれる。 
・ 本プロジェクトは､将来的にセネガル政府が研修にかかる経費を継続して負担できるようデ

ザインされている｡具体的には､実施経費の約半分（3 年間で約 7,200 万円）をセネガル政府が

負担することとなっており、特に研修とモニタリングにかかる宿泊費･食費･交通費といった

すべてのリカレントコストを教育省が負担することで合意している16｡ 
・ 本プロジェクトにおけるナショナルトレーナーやリージョナルトレーナーの多くは、現職教

員研修を本来業務とする地方教員研修センター17（Pôle régional de formation: PRF）や県視学

官事務所（Inspection Départementale de l’éducation nationale: IDEN）の職員であり､プロジェク

ト終了後も現職教員研修に従事し続けることが可能である｡ただし､教員の人数に対し視学官

数が極度に少ないことは自明であり､プロジェクト期間を通じて､視学官（特に現職教員研修

担当者）の人数を増やすよう教育省に対して申し入れを続ける必要がある18。 
 

６．貧困･ジェンダー･環境等への配慮 

セネガルの小学校では男女の平等なアクセスがほぼ確保されているものの､卒業試験での学力は､

男女に若干の差が見られる19｡特に､理数科は女性よりも男性が得意な学問とみなされる偏見が根強

いこともあることから､研修モジュールには女子に対する理数料教育の重要性を強調するなど配慮を

していく予定である｡なお､視学官のほとんどが男性で占められる現状では、研修講師に女性を多く含

                                            
16 2007 年､2008 年の先方政府負担分（2 年間合計で約 2,300 万円)は､政府予算要求に間に合わないため、世界銀行･ 

フランス開発庁（AFD)による能力強化プログラムファンドを利用する予定である。 
17 初等・中等教育を担当。現状では資金、人材、資器材いずれも足りず、十分に機能してない。 
18 教員 50 人に対して視学官を 1 人配置することになっているが、実際の視学宮の数はこの比率を大幅に下回る。実

際、1 人で 400 人以上の教員を担当する視学官（IDEN）も珍しくない。 
19 アクセスに比べ質では男女の差が大きい｡2005/2006 年の統計によると､総就学率は男子が 81.5％に対し､女子が

82.2％。1 年生の入学率は男子が 88.3％に対し､女子が 94.6％と女子のほうが大きく上回っている。内部効率（退学率･

進級率･留年率)の男女差はいずれも１％以内に収まっている｡しかしながら､初等教育修了証（Certificat de Fin d’Etudes 
El: CFEE）の取得率は､男子が 72％に対し､女子は 67％と女子のほうが 5％低くなっている。 
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めるのは困難であるものの､ナショナルトレーナー､リージョナルトレーナー､ローカルトレーナーと

いったすべてのレベルにおいて女性講師が含まれるよう配慮することとしている。 
 

７．過去の類似案件からの教訓の活用 

セネガルは SMASE-WECSA のメンバー国であり､SMASE-WECSA 枠内での技術交流（第三国研修

参加､域内会合参加など）を通じてケニア SMASSE について理解し､同様のプロジェクト実施を望ん

でいる｡従って､ケニア SMASSE や SMASSE 方式を採用している他国での類似事例から得られた教訓

を活用すべきである｡また、｢評価結果の総合分析（初中等教育/理数科分野）｣（2004 年 11 月）、｢キ

ャパシティ･ディベロップメントに関する事例分析‐ケニア中等理数科教育強化計画プロジェクト｣

（2007 年１月）で整理･分析された教訓も活用できる｡以上の類似案件､報告書から得られる主な教訓

は以下のとおり。 
・ 常に先方政府の責任､主体性の意識涵養を図り、日本側は支援者であるという意識を持つ。 
・ カスケード式の研修は､カスケードの層が多くなりすぎないようにする。 
・ ステークホルダーに対する広報活動は､案件の成果を波及するための有力な貢献要因となる。 
・ 当該国･地域に既に存在するリソースを活用することは､案件の効率性、自立発展性の視点か

らは有効であるが、当該案件の目的に合致するかどうかには十分注意を払う必要がある｡リソ

ースの活用に際しては､関係者に対する透明性と説明責任を確保することが不可欠である。 
・ 研修参加へのインセンティブを高め､研修が制度化されることにつながるよう、教育省による

研修参加者への動機付けを行う（例えば研修修了証書の発行など）。 
・ アフリカ域内の交流を通し、アフリカ人の課題をアフリカ人同士で解決するというアフリカ

開発会議（TICAD）20/「アフリカ開発のための新パートナーシップ」（NEPAD）の理念に基

づきプロジェクトを運営する。 
・ プロジェクトの持続性を考えるプロセスで､プロジェクト予算のコストシェアにおける JICA

のスタンスを第一次事前調査時より先方政府に対し明確に示したが､これはウガンダやナイ

ジェリアなど他の SMASSE 案件の知見を参考とした｡セネガルでの慣例である先方政府の予

算負担割合（％表記）を当初より受け入れず､経費項目ごとにどちらが負担すべきかをはっき

りさせ､JICA が初期投資と在外での研修を､先方政府が研修の実施経費（リカレントコスト）

を負担するという合意に基づいて予算分担を決めた。 
 

８．今後の評価計画 

中間評価調査  :2009 年 7 月頃 
終了時評価調査:2010 年 7 月頃 

 

                                            
20 TICAD: アフリカ開発会議（Tokyo International Conference on African Development）の略称｡アジアとアフリカの開発

促進のための国際的枠組み｡第三回会議(TICADⅢ)で、「アフリカ開発のための新パートナーシップ」（NEPAD: New 
Partnership for Africa’s Development)への支援を表明した。 
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2007 年 5 月 11 日 

セネガル理数科教育改善プロジェクト 

第一次事前調査報告書 

 
団  長 杉 山 隆 彦 
研修計画 Lynette KISAKA 
教育計画 宮  崎   岳 
協力企画 森 下 拓 道 

 
標記プロジェクトの立ち上げを目的として、第一次事前調査を実施し、セネガル教育省とⅡの確

認事項について合意し、Ⅲに列挙した事項について、次回第二次事前調査派遣までにセネガル側が

必要な対策を講じることとした。団長所感とあわせて報告する。 
 
 
I. 背景 

セネガル共和国が日本に提出した要請書では、就学前教育から高等教育を含む大規模なプロジェ

クト（以下、大プロジェクト）が想定されていた。しかしながら、その後、プロジェクトをより現実

的なものにするために JICA セネガル事務所（以下、JICA セネガル）と先方政府の協議が行われ、第

一次事前調査派遣前の時点で、プロジェクトを小学校レベルに絞り、3 州におけるパイロットプロ

ジェクトとして実施することに合意を得ていた。それを踏まえたうえでの今回の調査団派遣であっ

たが、今回の調査時、先方政府の強い要望により、本プロジェクトは大プロジェクトの中で小学校

部門を受け持つサブプロジェクトに位置づけて実施することになった1。 
 
 
II. 調査団確認事項 

（1） プロジェクトの目的 
 1）上位目標：小学校レベルにおける理数科教育の質を向上する2。 
 
 2）プロジェクト目標：基礎研修3・INSET を通じて教員の理数科教科の教授能力を向上する。 
 
                                                 
1  就学前教育から高等教育を含む大プロジェクトに関して、セネガル政府は別のドナーを探して実施する方針でい

るが、現在のところ、支援に興味を示しているドナーがあるわけではなく、架空のプロジェクトに近いのが現状で

ある。 
2  ミニッツでは「数学・科学・技術教育」となっているが、これはセネガルでこの 3 つの言葉を一緒に使うのが慣例

になっており、技術という言葉を入れることによって JICA より特別な支援を要望しているわけではなく、内容的に

SMASSE が意図している理数科と差がないことが確認できたため、先方政府の意向を尊重し、ミニッツでは「数学・

科学・技術教育」という言葉を採用することとした。 
3  基礎研修は小学校教員養成校（EFI）によるボランティア教員養成研修を意味する。プロジェクトでは、EFI 教官

に研修を与え、ボランティア教員研修にも本プロジェクト研修の内容を統合することを意図しているため、目標に

基礎研修も含まれることとなった。 
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 3）期待される成果：ナショナルトレーナー、リージョナルトレーナー、教員分科会（CAP）代

表がそれぞれのレベルにおける理数科教科研修を実施する能力が向上する。 
 
（2） プロジェクト期間 

本プロジェクトはパイロットフェーズと位置づけて 3 年間とする。 
 
（3） プロジェクト対象範囲 

1) 小学校レベルの理数科教科を対象とする。 
2) 公立校・私立校の両方を対象とする。 
3) ボランティア教員、契約教員、正規教員のすべてを対象とする。 
4) 本プロジェクトはナショナルトレーナー（6-10 名）、リージョナルトレーナー（約 50 名）、

CAP 代表者（約 800 名）を対象とする。ただし、ルーガ、ティエス、ファティック州の全小

学校教員が CAP 通常活動を通じて研修を受けることとする。 
 

(4)  中央レベル実施体制 
1）監督機関 
教育省次官を 高責任者とし、初等教育局（DEE）、 総視学官（IGEN）、教育企画改革局（DPRE）、

人事局（DRH）、総務機材局（DAGE）、 国立教育開発研究所（INEADE）、私立学校課（初等教

育局）（DEP）、州視学官事務所（IA）の局長・所長、JICA をメンバーとするプロジェクト合同調

整委員会（Comité national de Pilotage）を監督機関とする。ただし、この委員会は本プロジェクトだ

けでなく、大プロジェクト全体の監督機関となる。 
 
2) ナショナルコーディネーター（Coordonateur National: CN） 

IGENをCNとし、プロジェクトの調整を受け持つ。CNは大プロジェクトにおいて就学前教育か

ら高等教育まですべてのレベルの教育におけるサブプロジェクト間の調整役となり、本プロジェ

クトの実施責任者ではない。 
 
3) プロジェクトマネージャー（Chef du Projet: CP） 

初等教育局長によって任命された CP（パートタイム）が本プロジェクトの実施責任者となる4。

団長より、教育省内部の決定なので余計な口出しはしないと付け加えたうえで、フランスのプロ

ジェクトとの連携を図るためにも同プロジェクトに精通した者を CP として選任していただければ

助かるという希望を次官に直接伝えた。6 月に開催される SMASSE 会議に CP を参加させるために

も早期の CP 選任を希望したところ、次官より 1 週間以内には任命するとの快諾を得た。 
また、CP の下に研修実施・運営のため以下の 2 つのチームが形成される。 

① ナショナルトレーナー（Formateur National: FN）チーム：6-10 名（パートタイム）からなり、中

央研修の実施、モジュール作成を担当。ナショナルトレーナーは主に、シェイク・アンダ・ディ

オブ大学（ダカール大学)の教員養成学部（Faculté des Sciences et Technologies de l’Education et de la 

                                                 
4  CN と CP が別の局に属するため、CP と CN の関係、また本プロジェクトにおける CP とその上司である初等教育

局長の関係について、プロジェクトドキュメント作成時に整理する必要がある。 
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Formation : FASTEF5）の視学官教員から選ばれると思われる。 
② モニタリング・評価チーム：DPRE、DEE、DRH、DAGE といった関連部局から成り、活動のモ

ニタリングを担当する6。 
 
4) 中央 INSET センター 
決定はしていないが、日本の無償支援によって今年完成したEFIダカールを使用する可能性が高

い。なお、セネガルでは、ダカールにおいても地方においても、宿泊施設を伴った研修施設はな

いため、研修時の宿泊は日当の形で支払って各自の責任で確保してもらう形になると思われる。 
 

(5)  地方レベル実施体制 
1) 監督機関 
  州視学官事務所（IA）の所長を 高責任者とし、関連機関（IDEN, EFI, PRF）、州レベルコー

ディネーター（Coordonateur Régional: CR）をメンバーとする州レベル調整委員会（Comité Régional 
de Pilotage）が各州における活動の運営・管理を統括する。 

 
2) 州レベルコーディネーター（CR） 
  各州において CR は IA により任命され、州レベルの活動の実施とモニタリングを担当する。 
 
3) リージョナルトレーナー 
  各州において、CR のもとに 15-20 名（3 州合計で約 50 名）からなるリージョナルトレーナーチ

ームを結成し、CAP 代表者研修を実施する。リージョナルトレーナーは一つの機関から集中して

選ぶことなく、IA、EFI、PRF、IDEN、CAP 代表者の中から多様性を保った選抜を行うよう調査

団より申し入れた。各 CAP より 2 名ずつの代表を選び、合計 800 名の CAP 代表に対して各州で

研修を行う。 
 
  現時点では、リージョナルトレーナーがどのように 9500人いる 3州の教員全員に研修を広める

のかといった実施体制に関して先方政府の考えが明確でないため、プロジェクトドキュメント作

成時に、具体的な案を検討していただくよう調査団より申し入れた。 
 
4) CAP 代表者 
  CAP 代表者は通常の CAP 活動を通じて、研修において学んだ事柄を他の CAP メンバーへ伝え

る役割を担う。本プロジェクトの役割は、通常の CAP 活動へのインプットを与えることにあり、

全教員へのモジュール配布などは想定に入るものの、CAP 活動における実際の研修実施はプロジ

ェクトの範囲外とする7。 
                                                 
5 ダカール大学の一学部で中等学校教員と視学官の養成を実施。 
6  調査団は他国の SMASSE ではナショナルトレーナーがモニタリングを担当している点、またその効率性について

説明を繰り返したが、セネガル政府からは、中央政府がモニタリングを担当すべきであるという強い意見が根強く、

当面はこの形を残し、モニタリング体制の詳細はプロジェクトドキュメント作成時に決めることとした。 
7  CAP における通常活動をプロジェクト範囲外としつつも教員レベルにおいて研修の効果を期待するためには、現

状として CAP 活動がある程度機能していることが前提となる。開発調査を実施中のルーガ州では遠隔教育を導入す

ることによって CAP 活動が活性化されたことがある程度確認できたが、ティエス州・ファティック州においても
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5) 地方研修センター 
  州レベルでは各州にある小学校教員養成校（EFI）を研修場所として使用する可能性が高い。テ

ィエスに関しては CAP 代表者が 360 名を超えることから、1 カ所の研修場所では足りないことが

予想され、その場合には県レベルにおける研修を実施する可能性もある。 
 

(6) プロジェクト必要経費・投入 
   日本側：中央・地方研修センターの整備、研修実施の初期投資（研修用機材の供与）、本邦・

第三国研修への C/P 招聘、日本人・第三国専門家派遣。 
 
   セネガル側：ナショナルコーディネーター、プロジェクトマネージャー、ナショナルトレー

ナー、リージョナルトレーナー、ローカルトレーナー、プロジェクト執務室、中

央・地方研修センター、研修実施経費（交通費、宿泊費、食費、トレーナーへの

謝礼など） 
 
 
III.  次回調査団までにセネガル側が行っておくべき事項 

第二次事前調査派遣前に、セネガル側により、プロジェクトドキュメント（PDM、予算計画、行

動計画を含む）の草稿を作成し、その他下記の事項にある必要な措置を講じたことを確認したうえで、

次回調査団を派遣する必要がある（7 月頃予定）。第二次調査では、ステークホルダーとともにプロ

ジェクトデザインの検証を行い、 終的な実施体制の詳細に関して合意を得る予定である。7 月に

次回調査団を派遣するに当たって、JICA セネガルからのモニタリング、必要に応じて関係機関への

働きかけをお願いしたい。 
 
(1) 中央レベル 
 ・ナショナルコーディネーター、プロジェクトマネージャー、ナショナルトレーナーの業務内容

（Terms of Reference: TOR） 
 ・ナショナルトレーナーの人数、選抜基準、TOR 

  ・中央 INSET 実施時期・期間 
  ・中央 INSET センター 
・中央 INSET 成果のモニタリング方法 

 
(2) 地方レベル 
 ・リージョナルトレーナーの人数、TOR、選考基準 
 ・リージョナル INSET 実施時期・期間 
 ・地方 INSET センターの選考 

・地方 INSET 成果のモニタリング方法 
 
(3) プロジェクト予算 

                                                                                                                                                             
CAP 活動がルーガ州と同程度に機能しているのかは確認が必要である。 
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 ・中央・地方 INSET 実施経費の日本・セネガル双方の負担を明確にしたうえで、プロジェクトコ

スト算出したプロジェクトドキュメントの作成8。 
 
 
IV.  関連ドナーとの連携、または留意事項 
(1) フランス 

フランス大使館により、La main à la pâte という小規模な小学校理科教育プロジェクトが全国 16 校

を対象に行われており、本プロジェクトと類似案件となるため、調査団派遣前より連携の可能性を

探ろうと JICA セネガルにより協議が行われていたが、調査団は改めてこのプロジェクトを視察し、

担当者とヒアリングを行った。その結果、フランスによるプロジェクトが非常に小規模ではあるが、

SMASSE と類似した哲学のもとに行われ、モジュールの作成も行われているため、理科に関しては

本プロジェクトで別のモジュールを作成するより、フランスと共同プロジェクトという形で本プロ

ジェクトを実施するほうが望ましいという結論に至った。フランス担当者も連携には前向きであり、

現存モジュールの改訂の必要も認めているため、JICA・フランス・セネガル政府共同でモジュール

を改訂し、対象州へ広めるといった連携が可能であり、セネガルにおける現職教員研修（INSET）の

制度化にも意義のある連携となるのではないかと期待できる。この連携に関して、JICA セネガルに

より、具体的な連携方法について協議を継続する必要がある。 
 
(2) カナダ 

カナダ国際開発庁（Canadian International Development Agency: CIDA）はボランティア教員の有資

格化研修に対する支援を行っているため、以下の 3 点に関して配慮が必要となる。まず、カナダの

支援は EFI を中心に行っており、実際に EFI の教員がボランティア教員養成研修（PRESET）のトレ

ーナーとして今年の夏より活動する予定である。その状況下、本プロジェクトのリージョナルトレ

ーナーの多くが EFI 教員から選ばれるとすると、EFI の教員の仕事量が過度に増え、PRESET を本来

業務とする EFI 教員が本プロジェクトに多くの時間を割けないという可能性があり、これらを考慮し

た上で、リージョナルトレーナーを選抜する事が必要になる9。 
 
第2に、カナダは全EFIに対して機材供与を行っているため、本プロジェクトによる機材供与はカ

ナダによる支援と重複のないよう配慮する必要がある。JICA セネガルには、カナダにより供与され

た機材リストの入手と、それらの機材を本プロジェクトで使用することが可能であるかの打診をお

願いしたい。 
 
第 3 に、ボランティア有資格研修は夏期に遠隔教育を中心に行うものであるため、本プロジェク

トが行う CAP レベルでの学校年度中の通常活動の時期とは重複しない予定であるが、ボランティア

教員の負担が過度にならないよう配慮をする必要がある。 
 

                                                 
8  プロジェクト予算に関して、小学校理数科教員研修に対する予算項目の追加を申し入れたが、不可能であると拒

否されたため、調査団からの提言としてミニッツに残すにとどめた。 
9  さらに、2007 年 10 月より、EFI によるボランティア養成期間が 5 カ月から 9 カ月に延長されるため、EFI 教員の

通常業務の仕事量は今年より大きく増大すると考えられる。 
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V.  今後のフォローアップ 

次回調査団派遣までに行わなければならない事柄が多くあるため、多少重複になるが、以下に

JICA セネガルにフォローしていただきたい事項をまとめる。 
(1) C/P の配置と C/P の SMASE-WECSA 会議参加への準備 
(2) セネガル政府によるプロジェクトドキュメント（プロドク）作成に対するフォロー 
(3) ノン・プロジェクト無償見返り資金の運用に関して大使館との協議 
(4) フランスとの連携を具体化するための協議 
(5) カナダと EFI 施設・機材の共用に関する打診 
 

セネガル政府より、JICA に対しプロドク作成のためのナショナルワークショップ開催への支援の

要望があがった。通常、プロジェクトデザイン形成は先方政府の自助努力により行われるものであ

るが、以下のような形でプロジェクトデザインを集中して詳細まで決めるということであれば、

JICA 側の支援も検討に値する。具体的には、まず、先方政府によりプロドクのドラフトを作成する。

その後、6月中旬の SMASE-WECSA会議中に、ケニア SMASSE、JICA本部とセネガルの出席者によ

る会合を持ち、プロドクの内容をつめる。そのフィードバックをもとに改訂版を作成し、ナショナ

ルワークショップを開き、中央政府だけでなく、地方政府も巻き込んだ形でプロジェクトデザイン

の 終的な形を作る。これらの過程を経たうえで、次回の調査団を送るといった形である。これを

可能にするにはセネガルの多大な協力を必要とするため、JICA セネガルなど関係者の協力をお願い

したい。 
 
 
VI.  団長所感及び留意点 
(1) 教育省の主体性 

協議を通し、本案件に対する教育省の意欲は高いものの主体性が非常に希薄であるという印象を

受けた。今後、実施に際しては、技プロの持続性を確保するには、教育省の主体性と責務を目覚め

させる努力をし続けることが不可欠である。 
 
(2) 地方教育行政 

教育行政の分権化が実施されているということであるが、現実の行政は非常に中央集権的であり

（強い官僚主義と官吏のヒエラルキーを重視する行政）、研修の地方展開では中央と地方の均衡に配

慮する必要がある。 
 
(3) 予算 

仏語圏アフリカの特徴のようであるが、技プロ経費を教育省予算に計上する制度ないしは習慣が

ないようであるので、我が方としては、継続的に技プロに対する予算確保を要請し続ける努力が求

められる。当面、緊急避難として、ノン・プロ無償の見返り資金を利用できるよう相手側に助言し

たので、見返り資金活用に対する関係各位のご支援をお願いする。 
 
(4) ドナー協調 
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当該計画と類似の案件を実施中のフランスやカナダと十分な情報を共有し、ドナー間での協調が

必要である。特にフランスとは、初等レベルでの科学や技術教育分野やパイロット地域で重複する

ので、研修教材開発や研修プログラムに相互乗り入れのための現実的方途を策定・検討することが

不可欠である。カナダはボランティア教員の研修を EFI で実施するため、当該施設の共用というこ

とが考えられるので調整が重要になる。 
 
(5) JICA プロジェクト間の役割分担と協調 
開発調査、技プロなど同一地域で JICA プロジェクトが共存する可能性が大きいので、事業間での

個々の役割や相互の連携を常に視野に入れた活動が求められる。 
 
(6) 本計画では、6-10名のナショナルトレーナー、50名のリージョナルトレーナー及び約 800名（現

在の CAP 数からの試算）の CAP 代表に研修を提供し、CAP 活動を通して全教員に研修の成果が伝

達される方式であるので、青年海外協力隊（JOCV）隊員が小学校、小学校教員養成校（EFI）や教員

研修センター（PRF）などへ派遣される場合には、CAP 活動の強化という視点から JOCV との連携を

図ることは検討に値する。 
 
(7) カバーする教科 

技術（Technology）という文言に関しては、相手側より理数科プロジェクトに技術を含める強い要

望があったこと、フランスのプロジェクトも同様に技術を含めていること、また内容が生活に密着

した科学を推進するための技術教育ということ、さらにガーナやザンビアの例もあり、理数科と技

術とした。 
 
(8) セネガル側にプロドクの草案作成依頼をしているが、今回の協議で十分明確にできなかった事

項、特に予算・経費積算、プロジェクト組織、プロジェクト関係者の役割・TOR、研修方法（遠隔と

スクーリング）、研修場所などに関しては、草案作成中に連絡を密にし、今回調査団と合意したプロ

ジェクトの枠組みをはみ出さないよう助言・指導が必要である。 
 
(9) セネガル側には、就学前から大学教育までをカバーする総合教育開発計画が存在し、今般の技

プロはその一部を実施するという姿勢である。したがって、3 年後の全国展開、あるいは異なるサ

ブセクターへの支援など総合計画の完成を目的とした発言が出ることが多々予想される。 
 
(10) 今後の予定に関しては、第二次事前評価調査は現在の計画通り実施することが望ましいが、そ

の調査時点で、相手側負担の予算確保状況により、R/D 調印の時期を見直すことが望ましい。 
 
(11) 第二次調査の準備として、今般ルワンダへ高橋氏を派遣しているように、本件においても 低 2
週間程度、調査団本隊到着前に宮崎氏の派遣を検討することを強く要請する。事務所の人事異動の観

点、現状のセネガルの体制では、プロドク素案作成に対する助言・指導は不可欠であること、また今

後、本技プロ実施にかかわると想定される人が技プロの基盤構築に深くかかわることが望ましいこと、

Adama 氏等が想定しているステーク・ホルダー・ワークショップも二次調査団到着前に懸案事項（見

返り資金の見通し、本技プロのコスティング、研修実施場所の確定、技プロ・オフィスの確定、他ド
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ナーとの協調案作成など）を整理しておくという意味から必要であるので、ワークショップの実施支

援という意味から、本件の検討をお願いする。 
 
 

VII． 今後のスケジュール（予定） 
セネガル側の作業の進行具合によって影響を受けるが、今後のスケジュールは以下を予定してい

る。 
2007 年 7 月 第二次事前調査 
2007 年 9 月 実施協議・R/D 署名 
2007 年 10 月 プロジェクト開始 

   
 

【別添資料】 
1. 調査日程 
2. 議事録 
3. セネガル教育概要 
4. 第一次事前評価調査ミニッツ 
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第一次事前評価調査団調査日程 
No. Date  Time Activity Remark 

 
1 6 May Sun  - Arrival at Dakar From Nairobi  

 
2 7 May Mon 830 

 
1000 

- Meeting at JICA 
 
- Meeting with key stakeholders 

at the national level 
 

M. Irei (Representative) 
 
Participants: DPRE, DEE,
DRH, IGEN, IA(Luuga), 
EFI(Luuga), etc. 

3 8 May Tue 1030 - Meeting with key stakeholders 
of Louga Région  

 
- Visit EFI - Louga  
 

Participants: IA, IDEN, EFI, 
PRF 
 
 
Proposed site of a training 
centre 
 

4 9 May Wed 1000 
 
 
 

PM 

- Meeting with key stakeholders 
at the national level 

 
- Designing M/M 
 

Participants: DPRE, DEE, 
DRH, IGEN, etc. 
 
 

5 10 May Thr 830 
 
 

1500 

- Visiting Project of Cooperation 
Française 

 
- Finalizing M/M 
 

La main à la pâte (Dakar) 
 
 
Participants: DPRE, DEE, 
IGEN. 
 

6 11 May Fri 900 
 

1030 
 

PM 

- Signature of M/M 
 
- Reporting to JICA office 
 
- Report writing 
 

Secretary General 
 
Mr. NODA 

7 12 May Sat  - Departure from Dakar 
 

To Ouagadougou 
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議事録  

内容 セネガル SMASSE 立ち上げ（ステークホルダー会合） 
日時 07 年 5 月 7 日 10:00-14:30 
場所 セネガル教育省 
面会者（先方） 次官を始めプロジェクト関係者 20 名 
面会者（当方） 杉山団長、宮崎・KISAKA・森下・櫂谷専門家・ファル高級クラーク・光永隊員 
 次官より会合の趣旨の説明があり、杉山団長より本調査団の団員紹介と目的を説明。 
 まず、セネガルにおける２つの教員研修モデルを先方政府担当者が発表。 
 ルーガの現職教員研修： ルーガ IA により、現職教員研修に遠隔教育を取り入れ、CAP（分科会）活動

に結びつけた研修が行われたことが発表された。 
 ボランティア教員有資格化研修：人事局より、この研修が JICA の校長研修をモデルとした遠隔教育と集

合研修を融合した形の研修を行うことが発表された。 
 その後、Kisaka 女史によりケニア SMASSE の紹介をし、ケニアで自立発展性のあるプロジェクトとなった

最大の要因がプロジェクトの最初からケニア教育省がオーナーシップをとり、教員研修制度確立のため

に必要な人的・財的資源を負担したことにあることを強調した。 
 この 3 つのモデルをベースに本プロジェクトの実施体制を考える予定であったが、ケニア SMASSE のモ

デルがセネガルの教育制度では当てはめにくい点、本プロジェクトの実施体制を考える上でベースとなる

はずの要請書が、教育の全レベルを対象としたものであったため、これをベースに議論ができなかった

点などから、議論が難航した。 
 セネガル側としては、本プロジェクトは独立したプロジェクトでなく、全教育レベルでの理数科プロジェクト

に１コンポーネントのような形で実施することにより、国としての制度の一貫性を保つことの重要性を強調

した。 
 団長より、コストシェアリングの原則、重要について説明があった。 
 最終的に、火曜日に教育省代表者により、目的や実施体制の大枠を描いた簡易版のプロポーザルを作

成し、水曜日の会合にて話し合いを継続することとなった。 
 

 
 

議事録  
内容 セネガル SMASSE 立ち上げ（ルーガ州における州レベル会合） 
日時 07 年 5 月 8 日 10:50-14:00 
場所 ルーガ州 IA 
面会者（先方） IA、PRF, EFI, IDEN, 
面会者（当方） 杉山団長、宮崎・KISAKA・光永隊員 
 杉山団長より本調査団の団員紹介と目的を説明。 
 IA より、先方政府参加者に対し、これまでの背景の説明があり、その後、開発調査による現職教員研修

モデルの実施体制について、各機関や ETR の役割など詳細に関して説明があり、その後、質疑応答と

なった。 
 調査団側からは、開発調査のモデルが機能しているか、このモデルが理数科プロジェクトにも応用できる

かといった質問が何度も違う形でなされた。回答としては、研修の効果に関しては開発調査が始まって

から 14 ヶ月しかたっていないため評価できないという外交的な回答があった反面、ETR のような州レベ

ル組織を結成し、遠隔教育と CAP 活動を通じて研修を行うというモデルは新しいプロジェクトでも使える

のではないかという回答が得られた。 
 CAP 活動のモニタリング体制に関して尋ねたところ、先方政府より開発調査では CAP 活動に対するモニ

タリングを考慮に入れていなかったため、CAP 活動での効果が確かめられなかったとの回答があったた

め、調査団としては本プロジェクトでは今までのプロジェクトでの問題点を教訓として生かしていきたいと

の回答をした。 
 予算計画は、IA がEFI、PRF、IDEN 共通の予算作成を行い、教育省の承認を得る形でおこなわれるが、

実際のお金の流れとしては財務省より IA の口座に直接振り込まれる形をとっている。また、IA において

教員研修に対する予算項目はないとのことであった。 
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議事録  
内容 開発調査に対するヒアリング 
日時 07 年 5 月 8 日 14：00-15:00 
場所 ルーガ州 開発調査実施事務所 
面会者（先方） 開発調査団員：磯野、森本、翠川 
面会者（当方） 杉山団長、宮崎・KISAKA・光永隊員 
 昼食をとりながらのインフォーマルな形でのヒアリングを行い、開発調査における現職教員研修モデルが

実際にどのように、どの程度機能しているのかという点に関して、調査団より質問がなされ、以下のよう

な回答が得られた。 
 現職教員研修は CAP 活動の一環としてある程度機能している。実際、出席率も県によっては 100％で、

少ないところでも 60％の出席は確保できている。但し、出席者のなかには遠隔教育用教材を予習してく

る人としてない人が混在するため、CAP 内における集合研修の進行が難しい場合がある。 
 参加者だけでなくファシリテーターにも日当・交通費が出ないなかで、現職教員研修は通常の CAP 活動

の一環として行うことは教員たちにも快く受け入れられている。 
 IDEN が CAP 活動をモニタリングすることは現行の制度では（人的・財的の制約のため）不可能である。

開発調査ではできなかったが、新しいプロジェクトでは、CAP 活動をモニタリングする方法を考えるより

も、CAP 代表者の能力向上をするために定期的に会合を開くなどするほうが、現実的ではないかと思わ

れる。 
 

 
 

議事録  
内容 セネガル SMASSE 立ち上げ（第 2 回ステークホルダー会合） 
日時 07 年 5 月 9 日 10：00-13:00 
場所 セネガル教育省 
面会者（先方） IGEN を始めプロジェクト関係者 7 名 
面会者（当方） 杉山団長、宮崎・KISAKA・森下・櫂谷専門家・ファル高級クラーク・光永隊員 
 会合の開始時には、要請書に立ち戻って、また中等教育にも支援してほしいというような意見が続き、多

少の混乱が見られたが、杉山団長が今回の調査の趣旨が初等教育に絞ることを決定した上で行われて

いる点を指摘したことにより、混乱はすぐに収まった。 
 先方政府の代表として Adama Faye により、本プロジェクトの実施体制に関して素案が発表された。 
 案としては中央・地方の実施体制はある程度明確に描かれていた反面、本プロジェクトの具体的名目標

が明確でない点、研修を最終的にどのように（対象地域の 9500 人の）教員を研修するのかが不明確な

点が指摘された。 
 先方政府の回答として、具体的な研修の実施体制を考えるのには十分な時間が与えられなかった点、

プロジェクト計画は教育省における合意・決定のプロセスを得てやっと行えるものであるため、この会合

内で具体的な研修実施体制は決められないとのことであった。 
 団長より、JICA 側は研修費用（宿泊、食費、交通費など）を負担できないので、セネガル政府負担によっ

て可能な研修体制を考えるよう提案があった。 
 最終的に、具体的な研修実施体制は決められなかったものの、予算の制約を考え、教員研修を CAP 活

動に結び付けることには同意ができた。 
 そのほかの、プロジェクト実施体制の詳細、予算の負担分の配分などに関しては、先方政府が新しいプ

ロポーザルを作成し、第二次調査時に詳細に関して協議・決定することで合意した。 
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議事録  

内容 フランス理科教育プロジェクト[main a la pate]視察 
日時 07 年 5 月 10 日 9：00-11:00 
場所 ダカールにおけるプロジェクト対象校での現地視察 
面会者（先方） Karim KEBE (Inspecteur de IDEN de Gand Dakar 2), Abdoulaye Mbodji (DEE), Nicolas 

Poussielgue (French Expert) 
面会者（当方） 杉山団長、KISAKA・森下・ファル高級クラーク・光永隊員 
フランスとの協力で実施している理科教育プロジェクトを視察した。視学官及びプロジェクト関係

者からプロジェクトの説明があり、その後、授業を視察した。 
プロジェクトの概要は概ね下記のとおり： 
・ ダカール、ティエス、サンルイの 3 州（うち 3/17 県）、16 校（ダカール 5 校、ティエス 6 校、サ

ンルイ 5 校）を対象に実施。 
・ 約 30 名（ダカール）の教員を対象に 10 日間の研修を実施。 
・ 研修講師はフランスから派遣、そのサポート人材をセネガル側で養成（ダカール 2 名、サンル

イ・ティエス各 1 名） 
・ プロジェクト実施上の問題点としては、①授業時間の管理、②機材の不足、③新しい教授法に関

する理解の不足、④グループワーク実施に関する理解の不足などが指摘された。 
・ 今後の拡大は、初期研修の活用、既に研修済みの 30 名の教員を核として CAP の活用、校長研修

の活用などを検討中（具体的なアイデアはこれから検討するとのこと）。 
・ 当初は 5 州 119 校を対象に、視学官教育を中心に研修を実施したが、研修成果が現場の教師に届

かなかったこと、モニタリングをしっかりできなかったことから、対象地域・学校数を大幅に絞

り込んで再開した。 
・ 視察校では経験 7 年の契約教員が「液体」に関する授業（3 年生、生徒数 45 名）を実施したが、

授業時間の管理、机間指導の徹底、子どもの参加の確保、どの面からも質の高い授業が実施され

ていた。 
 
 

議事録  
内容 M/M 修正作業 
日時 07 年 5 月 10 日 15：00－19：00 
場所 セネガル教育省 
面会者（先方） IGEN, DPRE, DEE 
面会者（当方） 杉山団長、宮崎・KISAKA・森下・櫂谷専門家・ファル高級クラーク・光永隊員 
 9 日の午後に調査団により作成された M/M のドラフトの修正作業が教育省代表者とともに行われた。次

官からは出席できなかったものの事前にコメントをいただいた上で、修正作業を行った。修正作業の結果

は、M/M、または現地報告書の報告のとおりであるが、第一ドラフトからの主な修正点は以下の通り。 
 理数科をセネガルの慣例に従って「数学・理科・技術」と技術を挿入した点。内容的に、変更点が生じな

いことは確認済み。 
 ナショナルコーディネーターはプロジェクト実施担当でなく、調整役となる。実施担当はプロジェクトマネジ

ャーになる。 
 プロジェクトマネジャーのもとに 3 つのチームを置くことが提案されていたが、役割の重複のため、2 つを

削除。 
 セネガル側の投入のなかで研修費に関して予想通り交渉が難航したが、杉山団長によりノンプロ見返り

資金の説明があり、この資金を活用するよう提案した。見返り資金がセネガル側の投入になるということ

で、セネガル側の投入に研修費を入れることに合意を得た。 
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議事録  

内容 M/M 署名 
日時 07 年 5 月 11 日 9：00－10：00 
場所 セネガル教育省 
面会者（先方） SGIGEN, DPRE, DEE 
面会者（当方） 杉山団長、宮崎・KISAKA・森下・櫂谷専門家・ファル高級クラーク・光永隊員 
 次官により、セ国において理数科教育が非常に重要なっていることを踏まえ、本案件移管する JICA の支

援への感謝を述べた。 
 杉山団長より、セ国政府の協力への感謝が述べられ、同時に以下の 3 つのお願い事を次官に述べた。 

1. JICA からは研修費（宿泊・食費・交通費等）は出せないので、ノンプロ見返り資金を使うよう、財務省

と協議をしていただきたい。 
2. 教育省内部の決定には口出しはしないが、フランスとの連携を円滑にするために、CP にはフランス

のプロジェクトに精通した方を選択していただくと助かる。 
3. 6 月の SMASSE－WECSA 会議には次官を招待しているので、出席をご検討いただきたい。 

 次官より、これらの要望に前向きに検討するとの回答を得た。 
 その後、森下団員より、CP は可能であれば、SMASSE－WECSA 会議に参加していただきたいので、そ

れを可能にするために CP を早期にアポイントしていただきたいとの要望を伝えると、次官からは 1 週間

以内には CP を任命するとの快諾を得た。 
 M/M は文法的な間違いいくつかを除いて、変更のないまま署名となった。 
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セネガル国教育概要 
 
1．教育政策・財政 
セ国の教育セクターは「教育政策文書」(Lettre politique générale pour le secteur de l’éducation de la 
formation)によって中期的方向性を定め、「教育訓練 10 カ年計画」(PDEF: Programme Décennal de 
l’Education et de la Formation)によって、具体的な行動計画を立てるという形で動いている。

2005 年に発布された「教育政策文書」では、優先分野は教育の「質の向上」と「地方分権化」

に置かれており、理数科教育の強化は質の向上策 14 項目中の 2 項目を占める位置づけで、特

に中等教育における理数科強化の方針が見られる。10また、貧困削減戦略(DPRS フェーズ II)
でも基礎教育を優先事項第二軸に含め、PDEF における計画を中心に教育の充実を図ることが

提示されている。 
 
PDEF 第 1 フェーズでは、アクセス向上に重点を置いていたが、PDEF 第 2 フェーズ(2005－
2007)（以下、PDEFII）では、質の向上が大きく取り上げられている。具体的には「仏語と算

数の学習到達度の改善」が目標として、「算数の教員養成指導者の能力強化」が取り組みとして

挙げられている。理数科教育強化に関しては、大臣が理系進学者の倍増を目指すという発言を

するなど、近年確実に注目度が高まっている。11  
 
基礎教育重視の政策は財政面に顕著に表れている。政府(ドナー支援を除いた分)の教育予算

(2006 年実績)は 1628 億 FCFA (388 億円) で 690 億 FCFA (164 億円) (1992 年)と比べ、着実な伸

びを示している。 
 
教育省の組む年度予算計画(POBA: Plan d’Opération et Budget Annuel du Secteur de l’Education)は、

あくまで計画であって、実際に財務省に配分される額との差が非常に大きい。12 2006 年度で

は、ドナー支援を除いた教育省の予算が 2334 億 FCFA(556 億円)組まれていたが、執行額は

1628 億 FCFA(388 億円)と 70%に留まった。投資部門に限って言えば、予算執行率は 25%と極

めて低い。13以上のように、予算項目の額が当てにならないことに注意が必要。このような予

算体制の中、人件費はほとんどカットできないため、実績ベースでは予算の 85%程度が人件

費に回っているようである。14 
 
2．中央行政 
セネガル教育省は、大臣の下に大臣指名の官房長官(Directeur du Cabinet)と大統領指名の次官

(SG : Secrétaire Général)がおり、その下に 12 の局が並列する構成になっている。本プロジェク

トの関連局としては、全てのプログラムの調整役となる教育企画改革局(DPRE : Direction de la 
Planification et de la Réforme de l’Education)、初等教育担当の初等教育局(DEE : Direction de 
l’Enseignement Elémentaire)、教員研修も含めた全ての研修管理(調整)を管轄する人事局(DRH : 
Direction des Ressources Humaines)、研修も含めボランティア教員制度全体の管理を行うボラ

ンティア事業局(DPV : Direction du Projet des Volontaires)、経理も含めた総務を管轄する総務設

備局(DAGE : Direction de l’Adiministration Général et de l’Equipement)がある。DPRE が他の局と

                                                 
10 ME (2005a) pg.6 
11 セネガルでは過去 40 年常に理数科進学者不足に悩まされ続けており、高校進学者のうち、理数科選択者は

34%(2005)にとどまる。これに対し、PDEFII では、「2007 年までに理系への進学者比率を 40%まで上げること」

を目標として掲げている。また、教育大臣は今後 4、5 年間で理系進学者 7 割、文系進学者 3 割の比率を目標と

すると発言している。(日刊紙「Soleil」2006/10/9 付記事) 
12 セ国の会計年度は 1 月―12 月であるが、2005 年から 2007 年までの間、毎年予算計画が策定されるのが 3 月まで

ずれ込み、年度始めの予算執行に大きな影響を与えている。 
13 ドナーの教育セクターの支援額は予算ベースでは約 392 億 FCFA(約 94 億円) で教育予算の 14％を占めるが、各

ドナーの予算の執行に関しては正確なデータが存在しない。(Ministère de l’Education, 2007) 
14 セネガル国では、毎年 Rapport d’Execution Technique et Financière を毎年作成されるが、この文書には、予算項目

ごとの執行率など予算の詳細は記載されていない。 
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並列する立場にあり、効果的な調整ができない問題が指摘され、組織図を改編するための取

り組みが PDEFII にも提示されている。15 
 
教員研修はフランスの支援の下、初等教育局が教員研修調整委員会(CNFIC : Coordination 
national de formation initial et continuée) を 設 置 し て 教 員 分 科 会 (CAP: Cellule d’animation 
pédagogique)や校長会(CODEC : Collectif des Directeurs)の強化を図った経緯があり、現在もその制度

を残したまま研修が機能している。最近の改革では人事局が小・中学教員研修を担当することにな

ったが、2002 年に作られた新しい局で、初等教育局が今まで構築してきたシステムとうまく調整がで

きておらず、実際の権限はあまりないようである。 
 
視学官事務所(IGEN : Inspection Générale de l’Education Nationale)は、名前とは裏腹に職員のほと

んどは大学教員出身者で視学官資格者でないため、業務としては教科内容の指導を行い、教授法

は実質的に管轄していない。IGEN において小学校担当者は 1，2 名しかいない。また、IA を指導す

る立場にあるわけではない。 
 
3．地方行政 
セネガルの地方教育行政は並列する地方分散化組織と地方分権化組織が連携しながら運営さ

れ、地方教育行政は下記の図のように要約できる。16 

 

                                                 
15 以前にも、世銀の支援でコンサルタントを雇い、組織図改編を試みたが、省内の政治的な問題で施行にいたら

なかった経緯もあり、近い将来組織図が改編される可能性が高いとはいえない。 
16 図 2.1.1.は財団法人 国際開発センター 2006．(p.2-7)より。 
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3.1. 地方分権化組織 
地方分権化組織は州(Région)・市(Commun)・村(Communauté Rurale)の３レベルにあり、これ

ら地方政府の総称をCollectivité Locale(CL) と言う。州には 42人の議員から成る州議会、14人
のメンバーからなる教育部会がある。1996 年の地方分権化を進める法律17により CL に教育施

設の拡充、維持管理、教科書・備品の調達、奨学金の供与、学校職員の雇用等、教育を行う

ために必要な環境整備に関して権限が委譲された。しかし、教育の内容や教員の採用に関し

ては教育省とその地方機関(地方分散化組織)が権限を保持している。 
 
3.2. 地方分散化組織 
教育省傘下の地方分散化組織として州視学官事務所(IA : Inspecteurs d’Académie)と県視学官事

務所(IDEN : Inspecteurs Départementaux de l’Education Nationale)があり、その下に学校があると

いう体制になっている。IA はさらに各州にある小学教員養成校（EFI : Ecole de formation des 
instituteurs）と教員研修センター(PRF : Pôle régional de formation) を管轄する。 
 
IA は 11 ある各州にあり、幼稚園から高等学校まで州の教育を総括する。なかでも、小中学校

に関しては、教員の人事を担当する。18 各 IA には 20 名ほどの職員が配置され、そのうち約

6 名が視学官である。19  
 
IDEN は 43 あり、平均して 15 人の職員で 30 の小学校を管轄する。20 IDEN に配置された 3－5
人の視学官が CAP(教員分科会)の指導をし、また全ての学校を 低 2 年に 1 回は周り、教員を

指導することになっているが、視学官の人員不足、また交通手段の不足のため、視学官が何

年も訪問していない学校も多い。21 地域レベルでは、月 2 度の校長会(CODEC)が行われ、月

に 1 度校長会代表者が IDEN と会合を持つことにより、IDEN の人員不足を補っている。 
 
 
4．教育制度の概要 
セ国では、3-6 歳の就学前教育、小学校(6 年)、中学校(4 年)、高校(3 年)、高等教育機関から成

り立っており、義務教育は小学校の 6 年間である。セネガルの教育機関では小学校から大学

まで教員または生徒によるストライキが頻繁に起きるため、授業時間が大幅に削られ、教育

の質に大きな影響を与えている。 
 
就学前教育は、近年重点分野として推進されていることもあり、総就学率は 3%(2001/02)から

6%(2003/04)と急激な伸びを示しているが、まだサブサハラアフリカ平均(12%)22の半分に留ま

っている。 
 
小学校の学年には 1 年から CI, CP, CE1, CE2, CM1, CM2 と名前がつけられており、卒業試験に

合格すると初等教育修了資格(CFEE ：certificat de fin d’études élémentaires)が取得できる。総就

学率は 61%(1998/99)から 81.8%(2005/06)と一定の伸びを示しているが、現在、初等教育では高

い退学率(12%)や留年率(11%)が示す通り内部効率の低さが指摘されており、質の向上が今後

                                                 
17 Loi no 96.07 portant transfert des compétances aux collectivités locales. 
18 小学校のボランティア教員、契約教員、また中学の契約教員の給与は IA が担当し、支払いを行う。正規教員に

関しては、財務省から教員の銀行口座に直接支払われる。 
19 視学官資格は正教員として 低 5 年の実務経験後、FASTEF(ダカール大学教員養成学部)の視学官課程(2 年)に入

学･卒業する必要がある。視学官は小学校担当と中学校担当に分かれるが、小学レベルでは科目別の視学官はいな

い。 
20 セネガルの県の数は 33 で、IDEN の数はダカールに 10(3 県)、ティエスに 4(3 県)などと県の数とは必ずしも一致

しない。また、担当の学校数の地域差は大きく、多いところでは 301 校もの小学校を管轄する IDEN もある。 
21 教員 50 人に対して視学官を 1 人配置することになっているが、実際の視学官の数はこの比率を大幅に下回る。

例えば、ルーガ県の視学官は一人当たり 165 人の教員を担当している。また、交通手段は IDEN に 1 台しか車がな

く、政府職員がバイクを使って移動するという習慣がないため、視学官による交通手段は極めて限られている。 
22 2004 のデータ。（UNESCO, 2006） 

-  -30



別添 3 

  
 

の大きな課題となっている。 
 
中等教育は中学校(6e, 5e, 4e, 3e)と高等学校(second, première, términale)に分けられる。2003//04
年の総就学率は中学校で 25%、高等学校で 11%となり、中等教育全体の総就学率は 19%とサ

ブサハラアフリカ平均(30%)を大きく下まわっている。23 また、高等学校では一般課程進学

者の約 7 割弱が文系の進路を選択しており、理数科離れが問題となっている。24 中学卒業試

験に合格すると中学校修了資格(BFEM : Brevet de fin d’études moyennes)、高校卒業試験に合格

すると大学入学資格(BAC: baccalauréat)が取得できる。   
 
高等教育の総就学率は 3%(1999)から 5%(2003/04)と近年伸びを示しており、サブサハラアフリ

カ平均(5%)25の水準となっている。 
 
 
5．初等教育の詳細 
セ国の小学校は 6,950 校から成り、私立が 11%を占める。教授言語は 1 年生からすべて仏語で

あるのが基本だが、地方によっては一部アラビア語による学校もある。セネガルでは近年、

初等教育の就学率は向上しているものの、教育の質が伴っていないことが問題となっている。

政府による学習到達度調査では、約 35%の児童の算数の成績が 低限必要な習得水準に達し

ておらず、望ましい習得度を示した児童は約 10%という結果であった（2002 年）。26 また、

他の仏語圏アフリカ諸国と小学生の学習到達度を比較した複数の研究で、セネガルは 低レ

ベルを記録している。27 
 
教育の質に影響を与える要因は多く考えられるが、主なものとして後述する教員の能力不足

の他に授業時間の不足によるところが大きい。セネガルの学校年度は 10月－7月で、3学期計

40 週に渡る。28 制度上の休暇期間は 8－9 月の長期休暇を除くと、12 月と 4 月の学期間に 1
週間ずつ休暇があるのみである。実際には、年度初めは遅れ、5 月末には授業が終わり、この他、

祝日・試験期間・ストライキ等で授業が行われない日も多いため、実際に授業が行われるのは約

20～25 週、年間の授業時間数は約 600 時間前後と見られ、国際基準とされる 1000 時間に大幅に

満たない状況にある。29 理数科教科に限ると、算数は週 5 時間(CI, CP は 4.5 時間)あるものの、

理科は週 1 時間（CI,CP は 0、CM2 は 2 時間）と極度に時間数が少ない。 
 
公立小学校は無償であるが、保護者会（APE: Association des Parents d’Elèves）の会費として年

間 500～1,000FCFA(120～240 円)程度を支払う。また、学校によっては制服があり、保護者負

担の購入となる。2000 年より教科書無償化政策を推進しているが、統計上でも一人当たりの

教科書数は 1.9 と、十分な数が行き渡っているわけでなく、保護者によっては自己負担により

購入することもある。30   
 
現行カリキュラムは 1979 年に作成されたもので、1987 年よりいくつかのカリキュラム改正の

動きがあったが、いずれもパイロット的なものに留まり、現在まで旧カリキュラムとパイロ

ット的な新カリキュラムが並存する状況が続いている。 近の試みでは、CIDA の支援を受け、

                                                 
23 2004 のデータ。（UNESCO, 2006） 
24 2004 年度の文系への進学者率は 66%。ME/DPRE(2005) p.62 高橋（2007）p45． 
25 2004 のデータ。（UNESCO, 2006） 
26 2006 年に行われた 新の調査では、算数の成績が 低限必要な習得水準に達している生徒の割合は 46%であっ

た。(Ministère de l’Education. 2007.) 
27 高橋 2007．P.9-13. 
28 2005 年度の例：10/06-12/23（11 週）、1/02-3/31（13 週）、4/10-7/29（16 週） 
29 (高橋, 2007 p.32)．教育省によれば、2005/06 年度の授業時間は 750 時間に増えたとのことであるが、実際のスト

ライキが減少したなどの傾向が見られない中で、数字だけが増えたため、実態を表しているとは言いがたい。 
30 現地視察では、生徒が所持する教科書の数は統計が示すものよりだいぶ少ない印象を受ける。 
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能力ベースアプローチを基本とした実践的な学習を重視したカリキュラムの策定が行われて

おり、2007 年 8 月現在、小学 1－5 年生の新カリキュラムが完成し、パイロット校において導

入されている。今後、段階的に低学年より全国展開し、2009 年度には全国の全学年で新カリ

キュラムを導入する予定となっている。31 
 
 
6．小学校教員 
6.1．教員養成・採用制度 
地方分権化により、各州の IA が教員採用を管轄している。IDEN が中学卒業資格者より小学

教員養成校である EFI入学者を選抜し、IAの承認を得て入学者を決定する。32 現在、採用試

験は作文のみで、教員の能力不足が指摘されていることから、理数教科の試験を加えるなど、

PDEFII には採用制度の改革が提示されている。 
 
小学校教員養成は各州にある EFI(合計 11 校)によって行われ、EFI の養成研修を修了したものが、

ボランティア教員として採用される。養成期間は 2001 年から 2007 年までの間に 2 年から 5 ヶ

月間(1-5 月)に短縮されていたが、2007/08 年度からは EFI における養成期間を 9 ヶ月に延ばし、

修了生は教員資格試験(CEAP)の筆記試験が免除されることになった。33 現在のところ、養成

期間延長後もボランティア教員の待遇に変更は予定されていないが、今後の制度改定の動き

に注目する必要がある。34  
 
EFI1 校あたりの定員は 300 人であるが、ボランティア教員の人数を割り当てるのは教育省で、

結果的に大幅な増員をする場合が多く、500 人近くの入学生を受け入れることもある。35 EFI
の授業料は無料だが、宿舎が完備されていないこともあり、生徒は生活補助として月額

20000FCFA(4000 円)の奨学金を受け取る。 
 
6.2．教員人事制度 
セ国には約 37,000 人の小学校教員がいるが、女性の比率は 27%と低く、女性教員が都市部に

集中していることから、地方部では女性教員の数は極端に少ない。36 2006/07 年度現在の制

度では、EFI における養成研修を受け、2 年間ボランティア教員として働いた後、契約職員と

なり、教員資格試験（CEAP、また学士取得者は CAP）の受験資格が得られる。教員資格取得

後、学校に採用されると正規教員となる。しかしながら、近年、財政難から正規教員の数を

限定しており、2004/05 年度における資格別教員の割合はボランティア教員 33%、契約教員

24%、正規教員 41%と、非正規教員が 6 割を占める。正規教員は都市部に集中する傾向がある

ため、地方ではボランティア教員が大半を占め、地方の小規模な学校ではボランティア教員

が校長を勤めることも珍しくない。37  
 
6.3. 現職教員研修 

                                                 
31 2005/06年には各 IDEN１校ずつ(全国で 43校)のパイロット校において 1年生のカリキュラムの導入が開始された

が、2006/07 年にはすでに当初の予定よりも導入が大幅に遅れており、今後の進行に注目する必要がある。 
32 EFI の入学資格は中学卒業だが、人気が高く、倍率が数倍に上るため、入学者の大半が高校卒業者であるのが現

状である。 
33 CEAP 取得には、筆記試験とは別に実践検定があるが、これは別の試験を受験するのではなく、視学官の学校巡

回によって査定されるものであり、事実上、修了生は EFI 卒業後、短期間のうちに CEAP を取得できる制度とな

る。 
34 2007 年 4 月現在の予定では、カナダの支援を受け、ボランティア教員・契約教員に対し遠隔教育による資格向

上研修を行い、この研修修了者に 9 ヶ月間の養成研修と同等の修了書を授与する予定である。 
35 11 校の EFI における養成人数は 2,500 人(2004)、3,700 人(2005)、4,000 人(2006)と近年急激に増えている。 
36 Dakar では 36%、Kolda では 13%。（Ministère de l’Education 3, 2005 : pp.41） 
37 ボランティア教員は IDEN に雇用され、IDENの外への異動はできないが、公務員教員は全国レベルでの異動の

対象となるため、ベテラン教員は大都市での勤務を希望し、僻地への異動の拒否する傾向にある。正規職員の比率

は Dakar で 81%、Matam で 14%等の地域格差が大きい。（Ministère de l’Education 3, 2005 : pp.41）  
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PRF(教員研修センター)は名前の通り現職教員研修を担当し、視学官資格を持つ指導主事（CPI: 
Conseillers Pédagogiques Itinérants）が管区内の小中学校に配置された現職教員の指導にあたること

になっている。しかしながら、CPI 数が少なく、EFI と兼任している場合も多く、PRF は実際には

中等教育機関の現職教員研修機関となっている。 
 
現職小学教員研修は、IA の管轄で、IA・IDEN・PRF の連携によって行われるが、現実には三

者間の役割分担が不明確で、例えば、PRFが研修計画を策定するはずだが、IAや IDENがばら

ばらに策定をしている、といった連携不足が現状として見られる。このような問題を克服す

るべく、PDEF では EFI と PRF を合併し、研修制度を一本化することを謳っており、合併する

方向で改革が進むことは間違いなさそうであるが、2007 年 9 月現在、具体的な計画には至っ

ていない。 
 
一方、セ国では世銀やアフリカ開発銀行の財政支援をうけ、学校プロジェクト(Projet d’école)
という学校単位での自主的活動を推進しているが、学校プロジェクトの具体的な活動として

教員研修を計画している学校が多い。38このような状況であるため、現職教員研修の現状は、

州･県だけでなく、学校によっても大きく異なり、一貫した研修制度の確立が求められてい

る。 
 
教員研修という位置づけにはなっていないが、CAP (Cellule d’animation pédagogique)という教

員分科会があり、5-10の学校を一グループとして通常年8回程度、土曜や月水の午後等授業の

無い時に行われる。勤務の一環として義務付けられていて、交通費・日当は支給されない。

ボランティア教員も含め全ての教員が参加することになっているが、参加率は CAP により大

きく異なり、実際には機能していない CAP もあるようである。 
 
6.4．教員労働組合 
セ国には 23 の教員労働組合(Sydicat)があり、政治的に非常に大きな影響力を持つ。組合を中

心に教員のストライキが頻繁におき、それが長引くと生徒がそれに反発しストライキを起こ

し、不安定な状態が続くと教育相の将来にもかかわる問題となるほど、大きな影響力を持つ。
39 法律ではストライキ中は給与が支払われないことになっているが、今まで常にストライキ

中の給与が支払われてきた実績があることから見ても、教員組合の強大さが伺われる。40 
 
セ国の教員の給与水準は他のアフリカ諸国と比べて高いが、1970－90 年代と比べて減少傾向

にあること、ボランティア教員と正規教員の待遇の格差が大きいことが教員たちの大きな不

満となっているようである。41 
 
 
7. 関連ドナー動向 

                                                 
38 計画段階で教員研修を予定している学校は多いが、実際にどのくらいの数の学校で教員研修を行っているかは、

学校プロジェクトの詳細に対する分析が行われていないため、不明である。 
39 ストライキは小･中･高全てのレベルで頻繁に行われ、教員によるもの、生徒によるものと 2種類ある。教員スト

ライキは給与支払いの遅延・賃上げ要求が主な理由である。生徒は、施設拡充や教科書配布を求める場合や、長期

にわたる教員のストにより学校機能が損なわれた場合の抗議として行われる。ストライキの頻度は一定していない

が、例えば 2007 年 4 月は１か月のうち授業が行われたのは 8 日間（いずれも午前のみ授業の日）のみである。 
40 セネガルの都市部の教員の多くは、授業のない午後などを利用して補講(cours de renforcement)を有料で行ってい

る。ストの日でも補講は行われるため、ストが増えればその分、補講の重要さが増すという教育の歪みが生じてい

る。 
41 近隣諸国と教員の満足度を比べた研究では、セネガルは他のアフリカ諸国と比べても給与水準が高いのにもか

かわらず、満足度は低く、欠勤率も高い(月平均 4.7 日)という結果ができている (高橋、2007: pp.22, 23, 34)。
2006/07年現在の小学教員の給料(諸手当含む)は新任のボランティア教員で83,000FCFA(20,000円)、ベテランの校長

先生では 大 270,000FCFA(64,000 円)まで上がる。 
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セ国では、教育セクターを支援するドナーは 20 を越えるが、ドナー協調はそれほど進んでい

ない。ドナー会合はあるが、定期化されておらず、出席も主要ドナーに限られる場合が多い。

セ国では 2007 年現在、以下のドナーが理数科支援をしている。 
 
7.1. フランス(Cooperation Française) 

 小学校（3,4,5 年生）理科を対象に 2006 年 10 月より 3 年間（予算約 3200 万円）の事業を

行っている。 
 ティエス、ダカール、サンルイの 3 州で各州一つの学区の小学校、合計 16 校（教員役 120

名）のみを対象とする小さなパイロットプロジェクトである。 
 教授法は生徒中心型という言葉は使っていないものの、生徒に考えさせ、実践によって

学ばせるといった ASEI と基本的には共通したアプローチである。 
 フランスの担当者は JICA との連携に好意的で、研修モジュール作成等で連携が期待でき

る。 
 Cooperation Française（SCAC：フランス大使館）はプロジェクトを継続している一方、フ

ランス ODA 実施機関である AFD は財政支援に移行した。 
 
7.2. アメリカ（USAID） 

 ４州において中学校理数科プロジェクトを展開中であるが、今年より同地域で中学校理

数科の現職教員研修を開始する予定である。 
 
7.3. カナダ（CIDA） 

 ボランティア教員・契約教員の資格化研修を実施予定で、このプロジェクトは JICA が校

長研修・開発調査で作り上げた遠隔教育をベースに実施される予定である。 
 小学校カリキュラム改正のプロジェクトを実施中で、算数・理科もその中に含まれる。

現在１-４年までのカリキュラムが作成済みで、新カリキュラムを紹介するための１週間

の研修を現職教員に対して行っている。 
 プロジェクトと平行で財政支援を開始しており、近い将来完全に財政支援に移行する予

定である。 
 
7.4. 世界銀行 

 人的資源開発プロジェクトという地方分散化組織を支援する財政支援をしており、この

ファンドの 400 万ドルは日本政府の支援による。世銀で支援先を指定できる制度にはな

っていないものの、この事業では教員研修も対象となっているため、理数科プロジェク

トの地方研修予算源とできる可能性がある。 
 Plan Académie de Formation という州レベル財政支援のスキームがあり、州がこのスキー

ムへ理数科研修の予算を申請することも可能である。2006 年度の予算では各州 120 万

FCFA(28 万円)と小額に限られるが、世銀はこの額を今後増やす意向にある。 
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セネガル基礎情報・教育基本統計 
 
1．基礎情報42 
面積： 197,161km2 （日本の約半分） 
人口： 1,190 万人 
人口増加率 2.4%  
首都： ダカール 
言語： フランス語（公用語）、ウォロフ語など各民族語 
民族グループ： ウォロフ 44%、プル 23%、セレール 15%他 
宗教： イスラム教 95%、キリスト教 5%、伝統的宗教 
元首： アブドゥライ・ワッド大統領（Abdoulaye WADE） 
人間開発指標： 177 か国中 156 位（2006, UNDP） 
 
2. 経済指標43 
GNI： 82 億 US ドル 
一人当たり GNI： 710（US ドル） 
経済成長率（実質）： 6.2% 
物価上昇率： 2.5% 
 
3. 健康・保健指標44 
平均余命： 56.1 歳 
乳児死亡率： (1000 人あたり) 77.6 
（5 歳以下）幼児死亡率： (1000 人あたり) 136.6 
予防接種（はしか）: 57% 
HIV 感染率： 0.9% (2005) 
 
4．国際協力45 
日本の援助実績(単位：億

円)： 
1）有償資金協力（2005 年度まで、E/N ベース）155.20 
（2）無償資金協力（2004 年度まで、E/N ベース）903.48 
（3）技術協力実績（2004 年度まで、JICA ベース）262.12 

主要援助国（2004 年、単位：

百万ドル）： 
（1）フランス（509.8） （2）日本（50.4） （3）米国（49.8） （4）ド

イツ（33.1） （5）カナダ（24.6） 

                                                 
42注記のないものは全て外務省のホームページより入手した 2005 年のデータ。 
43世界銀行ホームページ（2005 年）。 
44 ibid. (2004 年) 
45外務省のホームページ 
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5．教育 
5.1．教育基本統計46   

就学前教育総就学率： 7%  
小学校総就学率： 83% (女子は 81%)  
小学校純就学率： 66% (女子は 64%)   
前期中等学校総就学率： 25%   
後期中等学校総就学率： 11%  
高等教育総就学率：  5% 
識字率： 39% (女性は 29%) 
 
5.2．初等教育概要47 
小学校数: 6,950 校。38,241 クラス（うち公立は 6,209 校） 

私立の割合 11%（都市部 40%、地方部 3%）  
小学校生徒数： 1,488,000 人 (男子 755,000 人、女子 733,000 人) 
総就学率 81.8%48  (男子 81.5%、女子 82.2%） 
ジェンダー指標(就学率)： 1.01  
小学 1 年生の入学率： 91.4% (男子 88.3%、女子 94.6%） 
留年率： 11%  
退学率： 12% (6 年生は 28％) 
進級率： 77% 
修了率： 63% 
修了試験(CFEE)合格率： 69% (男子 72%、女子 67%）(2006） 

47% (男子 50%、女子 44%）(2005) 
中学校入学試験合格率 54%  (男子 56%、女子 51%） 
クラスあたりの生徒数 52 人 
生徒一人当たりの教科書数： 1.2 (1-2 年生), 1.9 (3-4 年生), 2.8 (5-6 年生) 
生徒一人当たりの教科書数(算数)： 0.5 (1-2 年生), 0.5 (3-4 年生), 0.6 (5-6 年生) 
生徒一人当たりの教科書数(観察) ： 0.3 (3-4 年生), 0.5 (5-6 年生) 
  

教員に関するデータ  

教員数： 37,767 人（うち 31,738 人が公立校） 

教員の女性率： 27% (公立 26%、私立 31%)  
待遇別教員の割合： ボランティア 33%、契約 24%、正規 41%   
有資格教員率(教員養成校卒業)： 95%(公立 96%、私立 85%) 
有資格教員率(正規教員 CFAP 資格)： 51%(公立 56%、私立 26%) 

                                                 
46 注記のある場合を除いてデータは 2004 年のもの。（UNESCO, 2004）。 
47 注意書きがある場合を除き、データは全て 2005/2006 のもの。(Ministère de l’Education 1, 2006a, 2006b.) 
48 地域別に見ると 45%(Diourbel)から 143%(Ziguinchor)まで様々で、地域格差に留意が必要。 
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5.3. 公立小学校における設備・サービス(2005/2006) 49 

 都市部 地方部 合計 
水へのアクセスがある小学校： 92% 39% 47% 
電気のある小学校： 56% 7% 14% 
トイレのある小学校： 88% 50% 56% 
囲いのある小学校： 72% 11% 19% 
学校菜園のある小学校： - - 10% 
給食のある小学校： 11% 37% 33% 

 

5.4. 対象 3 州の統計50 
IA IDEN CAP 学校 教員 生徒 

Louga Louga 33 330 992 41,255 
  Kebemer 23 228 715 22,326 
  Linguere 52 230 752 21,570 
Total   108 788 2,459 85,151 
Fatcik Fatick 41  218  1,356  64,493  

  Foundiougne 46  210  1,006  36,249  

  Gossas 25  212  781  26,530  

Total   112  640  3,143  127,272  

Thies Thies Ville 39  74  799  45,731  

  Thies Departement 24  181  1,180  43,575  

  Tivaouane 26  249  1,292  46,585  

  Mbour 92  252  1,478  85,366  

Total   181  706  4,749  211,838  

  Total 401  2,053  10,447  418,048  
 

                                                 
49 Ministère de l’Education 1, 2006a, 2006b. 
50 2007 年 7 月に各州の IA, IDEN より独自に収集したデータによる。 
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2007 年 9 月 7 日 

セネガル理数科教育改善プロジェクト 

第二次事前調査報告書 

 
団   長 石 原  伸 一 
研修計画 Lynette KISAKA 
協力企画 宮  崎   岳 

 
 

第一次事前調査での合意とその後の JICA セネガルによるフォローアップをもとに、標記プロジェ

クトの立ち上げを目的として、第二次事前調査を実施した。調査団は、セネガル教育省と I．の確認

事項について合意した。団長所感とあわせて報告する。 
 
 
I. 調査団確認事項 
1 プロジェクトの概要 

(1) プロジェクト期間 ： 3 年間 

(2) 対象レベル・教科 ： 小学校理数科教科 

(3) 対象州 ： ルーガ、ティエス、ファティックの 3 州 

(4) ターゲットグループ： 

① ナショナルトレーナー 11 名 

② リージョナルトレーナー 50 名 

③ ローカルトレーナー 約 350 名 

④ 対象州の全教員 約 10,500 名 

(5) 上位目標：小学校レベルにおける理数科教育の質が向上する1。 

(6) プロジェクト目標：CAP内における INSETを通じて教員の理数科教科の教授能力が向上する
2。 

(7) 期待される成果： 

① ナショナルトレーナーチームが形成され、その能力が強化される。 

② リージョナルトレーナーチームが形成され、リージョナルトレーナーのローカルトレーナ

ーに対する研修を実施する能力が強化される。 

                                                 
1  ミニッツでは「数学・科学・技術教育」となっているが、セネガルでこの 3 つの言葉を一緒に使うのが慣例になっ

ており、技術という言葉を入れることによって JICA より特別な支援を要望しているわけではなく、内容的に

SMASSE が意図している理数科と差がないことが確認できたため、先方政府の意向を尊重し、ミニッツでは「数学・

科学・技術教育」という言葉を採用することとした。 
2 第一次事前調査時に合意したプロジェクト目標には、教員養成研修（PRESET）も含まれていたが、本プロジェクト

の内容が INSET に特化することが確認されたため、PRESET を取り除くことで合意した。 
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③ ローカルトレーナーの能力が強化される。 

④ CAP 活動を通じ、教員の理数科における教授法が向上する。 

 

(8) プロジェクト必要経費・投入 

   日本側：プロジェクト執務室・研修センターの整備、研修実施の初期投資（研修用機材の供与）、

本邦・第三国研修へのカウンターパート（CP）招聘、日本人・第三国専門家派遣 

 

   セネガル側：プロジェクトマネージャー、ナショナルトレーナー、リージョナルトレーナー、

ローカルトレーナー、プロジェクト執務室、州研修センター、研修実施経費（交

通費、宿泊費、食費、トレーナーへの謝礼など） 

 

2 調査を通じ、先方政府と合意した事項 
5 月の第一次事前調査の結果をもとに、JICA セネガル事務所とセネガル政府で協議を進め、具体

的なプロジェクトの研修構造や実施体制について話し合いを進めてきた。今回の調査は、これまでに

協議してきた内容を文書化し、検討事項の詳細を協議して、以下の事項に関して合意を得た。 
 
(1) 研修カスケード（ミニッツ Annex II を参照）  
第一次調査では、教員分科会（CAP）代表を育成することを主眼としていたが、先方政府より講師

となりうる能力のある者が必ずしも各 CAP に存在しないことから、県視学官事務所（IDEN）のもと

でローカルトレーナーを育成し、ローカルトレーナーを各 CAP へ送ることによって教員への研修を

実施するという提案がなされた。当方から、ローカルトレーナーを講師とした場合、IDEN がローカ

ルトレーナーを管理するための負担やローカルトレーナーを派遣する際に発生する交通費・食費など

の問題を指摘したが、先方からは、これらを負担してでも研修の質を保つ必要があるという強い主張

があった。また、州・県訪問時に、州視学官事務所（IA）と IDEN がそろって、ローカルトレーナー

の育成・管理に対して賛同していることが確認できたため、先方政府の意向を尊重し、CAP 代表に

代わりローカルトレーナーを育成することで合意した。 
ローカルトレーナーの数は教員 30 名に 1 名の割合で、3 州合計で 345 名配置するということで合

意したが、IDEN からは、地方により地理的条件やローカルトレーナー候補者の数が異なるため、中

央政府が画一的にローカルトレーナーの数を決めるべきでないという意見がでた。そのため、ローカ

ルトレーナー345 名という数は目安とし、実際に配置する数は、各 IDEN が計画を立て、その計画に

従って決めることとした。 
なお、先方政府の希望により、研修の名前は研修受講者を基準につけることとしたため、他の

SMASSE 案件で中央研修と位置づけられている研修を州研修（リージョナルトレーナーのための研

修）と呼び、同様にローカルトレーナーを育成するための研修をローカル研修と呼ぶこととした。 
 
(2) プロジェクト実施体制（ミニッツ Annex I を参照） 

第一次調査で合意した実施体制から主な変更事項は以下の 3 つである。まず、第一次では総視学官

（IGEN）をナショナルコーディネーターとすることになっていたが、初等教育局（DEE）より、本

プロジェクトは初等教育のみに特化するため、IGEN が適切なコーディネーターとはなり得ないとの
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指摘を受けた。それにより、IGEN の代わりに DEE が中央実施チームの長として本プロジェクトの

管理をすることとなった。次に、中央レベルには、モニタリング・評価（M&E）チームを実施チー

ムとは別におくこととなっていたが、プロジェクトの構造を簡素化するため、中央実施チームが M&E
の役割も担うことで合意した。 後に、IDEN にてローカルトレーナーを管理するため、IDEN を中

心とした県レベルのチームが形成されることとなった。 
 
(3) プロジェクト･デザイン・マトリクス（ミニッツ Annex III を参照） 
第一次調査では、CAP 代表を育てるというところまでをプロジェクト範囲とすることで合意して

いたが、先方政府より、それだけでは教員レベルまで研修が行われない可能性が非常に高いため、全

員への研修までをプロジェクト･デザイン･マトリクス（Project Design Matrix: PDM）に入れるよう強

く要請があった。また、先方は、過去に成果のでない研修が多く行われてきた現実を踏まえ、PDM
には教員が研修を受けるだけでなく、能力が向上することを確認するための指標を盛り込むことを強

く主張した。そのため、PDM のアウトプットには、4 を加え、教員の教授法の実践に変化があるか

を、アウトプット 4 の指標に入れることで合意した。さらに、先方は、教員の能力は生徒の成績で測

るべきであり、生徒の国家試験における成績を指標に入れることを主張した。当方は、本プロジェク

トが生徒を直接対象とした活動を行わないことを指摘したうえで、生徒の国家試験の成績結果を上位

目標の指標として PDM に入れることで合意した。 
 

(4) 活動計画（ミニッツ Annex IV を参照） 
活動計画（Plan of Operation: PO）はプロジェクト開始年の 12 月にプロジェクトが開始されること

を想定して作成された。研修の時期に関しては、州研修を 2-3 月、ローカル研修を 9 月、CAP での研

修を 10-5 月とする提案で合意した。当方より、州研修とローカル研修の間が大きく開いていること

に対する問題を指摘したが、4-6 月は試験のため研修の実施は困難であるとのことである。ただし、

1 年目の州研修に関して、プロジェクト開始時期によっては、3 月までに 初の研修を実施すること

が困難となるため、プロジェクト開始時期が明確となってから、再度時期について検討する必要があ

る。 
(5) トレーナーの TOR と選定（ミニッツ Annex VI を参照） 

ナショナルトレーナーは、中央より BST、国家研修調整委員会（CNFIC）、国家現職教員研修調整

委員会（CNFC）、総視学官（IGEN）、ダカール小学校教員養成校（EFI-Dakar）より 1 名ずつの 5
名と、各州よりの 2 名ずつを合わせて計 11 名が選出済みである。うち 5 名はすでにケニアにおける

第三国研修に参加済みである。なお、11 名のナショナルトレーナーのうち女性は 1 名のみである。

ジェンダーのバランスが悪いが、現実に視学官レベルに女性が極めて少なく、理数科担当者ではさら

に少ないといった理由により、女性の選出が困難であったためである。 
リージョナルトレーナーに関しては、各州から提案が出されているが、IA, EFI, PRF, IDEN から選

出される予定である。 
ローカルトレーナーは、各県に講師経験を持った者が豊富にいるわけではないという現実を踏まえ、

「小学校教員の経験を 10 年以上持つ」「視学官、校長、または教員である」というゆるやかな条件

で、各 IDEN が選任するということで合意した。IDEN との会合では、ローカルトレーナーは各 CAP
の代表と重なる場合もあるが、異なる場合が多いとの回答を得たが、ローカルトレーナー選出の際に

は、実情を改めて確認する必要がある。 
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(6) 研修実施センター 

第一次調査では、州研修をダカールで実施することを検討していたが、地方分権化に流れに従い、

かつ費用対効果を考えて、各州にナショナルトレーナーが赴いてリージョナルトレーナーに対して研

修を実施することで合意した。各州では、EFI を研修センターとして利用する予定である。同様に、

ローカル研修も各州の EFI で実施する予定である。ただし、ローカル研修に関しては、各県で実施し

たいという意見もあり、実施場所が各県に分散される可能性も残っている。 
なお、現在無償支援による建設要請が出されているファティック教員養成校（EFI-Fatick）は、現

在管理事務所があるのみで、教室は近くの小学校の教室を利用している。小学校の教室が、州研修、

ローカル研修を実施するのに適切な場所とは言いがたいものの、ファティック州では他に選択肢はな

いようなので、当面はここを研修センターとする方向で進めることとなる。ファティック校校長から、

日本支援による EFI 建設に関して改めて検討するよう要請を受けた。 
 
(7) 予算（ミニッツ Annex VIII を参照） 
第一次調査で合意した予算分担をもとに、Annex VIII に示す予算の積算を行った。セネガルの省庁

共通の日当・宿泊・交通費レートが非常に高いこともあり、3 年間の先方政府負担分は、全体予算の

47％に上る。事務次官（SG）とのミニッツ署名時には、セネガル負担の割合が高すぎることに対す

る不満が述べられる場面もあったが、教育企画改革局（DPRE）、総務機材局（DAGE）、人事局（DRH）

の 3 局長との協議では、セネガル負担事項に関して、予算請求時期を逸しているため 2007 年、2008
年は政府予算からの負担は不可能であるものの、2009 年以降の政府負担額に対しては、問題がない

という発言があった。この協議の結果、下記のような形でセネガル政府負担分を工面することとなっ

た。 
2007 年（約 160 万円）、2008 年（約 2140 万円）：（日本政府より約 4 億円投入された）世銀の

能力強化コモンファンドへの申請をする。世銀のコモンファンドへの申請は、各活動のスケジュー

ル付きの年間行動計画に基づく申請が必要で、世銀からの承認をもって利用が可能となる。 
2009 年（約 2480 万円）、2010 年（約 2370 万円）：対象州の各 IA が政府予算に研修費を組み込

む3。 
 
また、開発調査のセネガル政府負担分であった 2600 万 FCFA4のうち、約 1000 万（約 240 万円）

FCFA がまだ教育省の予算に残っており、このファンドは、政府負担分として本プロジェクトに使え

る可能性が残っている。開発調査ではプロジェクト終了時までに支払われなかった前例もあるため、

その原因を探り、本プロジェクトでは、予定通り支払われるようフォローする必要がある。 
 

 
II.  留意事項 
(1) ナショナルトレーナーのパートタイムの問題 

第二次調査中に、ナショナルトレーナーと会合を開き、ケニア SMASSE のカウンターパート（C/P）

                                                 
3 2009 年の予算計画は 2008 年 3 月頃より開始する。 
4 セネガルの貨幣。（2007 年 9 月 1FCFA＝0.240 円） 
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である Kisaka 団員が、ケニア SMASSE の紹介とともに、ナショナルトレーナーの役割に対する説明

を行った。ナショナルトレーナーはプロジェクトに対する理解を深め、やる気が大きく向上したと思

われる。その反面、パートタイムポストであるのに仕事量が多いという問題に対して、ナショナルト

レーナーからも指摘を受けた。 
JICA側による給料の負担なしにフルタイムC/Pを求めることは困難なセネガルの慣例があるので、

ナショナルトレーナーがパートタイムであることは避けられないことである。しかしながら、現実的

にプロジェクト開始後に、モジュール作成時、研修時など一定期間フルタイム同様にナショナルトレ

ーナーが働かなければ、プロジェクトの進行が滞ることは明らかであり、方策を考える必要がある。 
 
(2) M&E の領域 

CAP レベルの M&E に関して、以下のような形で C/P レベルでの合意を得た。まず、ローカルトレ

ーナーによる研修報告書と CAP 活動時に配布する自己評価シートをベースにモニタリングをする。

それに加え、リージョナルトレーナーが定期的に CAP 活動をモニターするが、CAP をすべて回るわ

けではなく、ランダムサンプルをとるような形で巡回をする。また、教室レベルでのモニタリングは

プロジェクトの範囲内では行わず、ベースライン時、終了時評価時のみランダムサンプルにより教室

内の評価を行う。しかしながら、プロジェクト開始前の現時点で、中央省庁担当者レベルでは、県の

末端のモニタリングに関して明確なイメージが持てていないようなので、プロジェクト開始後に州・

県の担当者も交えながら、モニタリングの制度について継続的に協議する必要がある。 
 
(3) 第三国研修に付随するテイラーメイド研修の可能性 

第二次調査では、プロジェクト開始を円滑にするため、第三国研修終了直後の 2007 年 12 月にプロ

ジェクトを開始することを想定して計画を立てた。その際、第三国研修の直後に 1 週間のセネガル専

用の追加研修を行って、ベースライン調査の準備をするという提案が出されており、当方でも前向き

に検討していた。しかしながら、本調査中には予算面での合意が得られなかったため、プロジェクト

開始時期をいったん白紙に戻すこととなり、同時に第三国研修に 5 週目を足すという提案も白紙に戻

すこととなった。 
調査団としては、9 月末までにセネガル政府からの予算のコミットメントがとれ、当初の予定通り

2007 年 12 月よりプロジェクトを開始することが確定できれば、再び第三国研修の 5 週目を計画に入

れるよう提案したい。準備期間や予算の制約などもあるため、ケニア SMASSE、本部関係者にご協

力をお願いしたい。 
 
 

III.  今後のフォローアップ 
プロジェクト開始までには、JICA セネガルの多大な協力を必要とするため、関係者の協力をお願

いしたい。以下に JICA セネガルにフォローしてほしい事項をまとめる。 
(1) 先方政府によるプロジェクトドキュメント作成に対するフォロー 
(2) 先方政府との予算協議 
(3) プロジェクト事務所の確保 
(4) プロジェクト組織図 
(5) 他ドナーとの連携 
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(1) プロジェクトドキュメント作成に対するフォロー 

先方政府は、プロドクを自分たちがプロジェクトの理解を深め、各担当者の役割を明確にするため

のものであると理解していることが明らかとなった。当方も、プロドクは JICA がプロジェクト開始

のために必要な文書とは位置づけておらず、基本的には先方と同様の考えを持っている。ただし、今

回のミニッツ（M/M）で合意した内容と矛盾のないようにするため、プロドクは 5 ページ程度の簡

潔なものに抑え、詳細は今回のミニッツに添付した資料をすべてプロドクの Annex として添付する

ことにした。調査中に提出された文書は、担当者レベルによって書かれたドラフトであるので、教育

省内で承認されるよう JICA セネガルからのフォローアップをお願いしたい。 
 
(2) 先方政府との予算協議 

2007 年分、2008 年分の世銀のコモンファンドへの申請には、教育省において、DEE だけでなく、

DPRE、DRH、DAGE を巻き込んだ形で申請書を作成する必要がある。また、世銀のコモンファンド

は日本からも 4 億円という多額の支援が出されているものであるため、大使館も巻き込みながら、世

銀・教育省間の交渉に対する側面支援をお願いしたい。 
世銀からの承認が得られた時点で、SG よりミニッツの追加条項（Additif）のような形の書面で署

名するので、3 年間の政府負担分のコミットメントを受けることができると思われる。同時にプロジ

ェクト開始の時期を決定してほしい。 
 
(3) プロジェクト事務所の確保 
ミニッツでもう一つの宿題として残ったプロジェクト事務所に関して、DPRE より建設省へ事務所

を要請するレターを発行してもらう予定であり、これも JICA セネガルによりフォローをお願いした

い。 
 
(4) プロジェクト組織図 

プロジェクト組織図は、Annex I に添付したもので、SG も含めて教育省の承認が得られたはずであ

ったが、ミニッツ署名後、DPRE 局長より本プロジェクトの組織図に対する不満が述べられた。簡潔

に言えば、DPRE が教育訓練 10 カ年計画（PDEF）の調整役を担っているにもかかわらず、本プロジ

ェクトの組織図には DPRE が現れていないことが不満とのことである5。教育省内部のことではある

ため、省内で意思決定をするのだが、今後、組織図に改訂が必要となるのか、フォローしてもらう必

要がある。 
 
(5) 他ドナーとの連携 

第二次調査が 8 月に実施され、ドナー関係者の多くが夏季休暇中であったため、本調査では他ドナ

ーとの連携に関する協議はできなかった。特に、フランス（大使館）とは La main à la pâte という小

学校理科教育プロジェクトとの共同モジュール作成のための協議ができなかったのは非常に残念で

あるが、今後、JICA セネガルによりフランス側担当者との協議をお願いしたい。 
また、フランス開発庁（AFD）は、ダカール郊外教育プロジェクト（PEBD）というプロジェクト

                                                 
5 厳密には、DPRE 局長は、合同調整委員会のメンバーとして加えられている。 
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の 1 コンポーネントとして、ダカール州の 5 つの県で CAP 活性化の活動を実施している。このプロ

ジェクトは 2007 年 12 月に終了予定で、来年前半には評価を実施する予定である。AFD は 2008 年よ

り財政支援に移行することを表明しているものの、現在成功しているプロジェクトに関しては継続ま

たは延長する可能性を示唆しているため、ドナー会合等で、JICA が対象州 3 州において CAP の活性

化を図ることを目的としたプロジェクトを立ち上げる予定である旨情報共有をし、将来的に他ドナー

との重複が生じないよう留意しなければならない。 
 
 
IV.  調査総括 (団長所感) 
1 調査総括 

（目的） 

本調査は、①プロジェクトデザインの合意形成を図ること、②プロジェクトの立ち上げまで

に行う作業・スケジュールを確認することを主目的として実施した。 

（協議結果） 

 ①のプロジェクトデザインのうちプロジェクト実施体制、研修実施構造、研修トレーナーの

業務内容・選定基準、日本人専門家の業務内容、PDM、PO について先方関係者と合意し

た。 

 PDM の議論では、生徒の学力向上が本プロジェクトの 終ゴールであることから、成果の

一つに加えるべきではないかとの強い意見があった。本プロジェクトは教員の理数科の教え

方の能力向上を目指すものであり、その結果、生徒への学力向上等につながるということで

あり（インパクト）、上位目標の指標に生徒の学力に関する項目を入れることで合意した。

また、本プロジェクト実施前と実施後で教員の変化（教授法・態度）を見ることが大切であ

り、ベースライン調査等で工夫が必要との意見も多くあった。ケニアSMASSEの支援のもと、

適切な授業モニタリングツールをナショナルトレーナーが中心となって開発することが期待

されるが、現実的に実施可能なツール開発とモニタリング方法となるよう留意が必要であ

る。 

 他方、本プロジェクトデザインをもとに第一次調査で合意した予算分担事項をベースに 3 年

間の予算の積算を行い、教育省側と協議を行ったが、教育省の予算担当部門の局長が不在で

あったことから、セネガル側負担分の対応について実質的な議論ができず、合意に至らなか

った。このため、予算については、教育省と再協議をすることを次官と確認し、暫定版の予

算案を添付のうえミニッツに署名した。なお、プロジェクト実施体制、研修実施方法、研修

トレーナーの業務内容・選定基準、日本人専門家の業務内容、PDM、PO について合意した

旨、ミニッツに記載したが、今後の予算に関する協議によって PO 等に変更が生じる可能性

がある。 

 プロジェクトの立ち上げまでに行う作業・スケジュールについては、まずは予算関連につい

て協議・整理したうえで、プロジェクト開始時期を検討することした。 

 今回の調査で詰めきれなかった事項（予算等）について、今後の協議に向けての課題・対応
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案を以下の通り取りまとめたところ、セネガル事務所にフォローをお願いしたい。 

 

2 今後の協議に向けての課題 

(1) プロジェクトの適正規模・内容 

第一次調査でセネガル側負担事項をミニッツに記載のうえ合意したものの、実際に先方が負

担すべき経費を積算して協議しない限り、先方が負担事項を現実のものとして受け止めていな

いとの感触を持った。今回のプロジェクトデザインをもとに積算すると全体の経費でセネガル

と JICA の負担分がほぼ 50：50 となる試算となった（セネガル負担 47％、JICA 負担 53％だが、

JICA 負担に長期専門家費用は含まず）。教育省次官から、他の援助機関の協力形態と比較し、

セネガル側の負担が大きすぎると指摘されたが、当方から、セネガル側が負担できる適正なプ

ロジェクト規模・内容を再検討するよう申し入れるとともに、プロジェクト終了後も現職教員

研修（INSET）が継続的に実施されることを考慮することが重要であることを説明した。 

 

(2) 教育省予算担当部局の巻き込み 

セネガルでは 6 月頃から、翌年度予算編成作業（セネガル会計年度は 1 月～12 月）が開始さ

れるため、現時点で来年度のカウンターパートファンド予算として申請するのは難しい状況に

ある。その他のファンドの可能性について教育省の総合調整部門である教育企画改革局

（DPRE）の局長に確認したところ、世銀の能力強化コモンファンドであれば、今から申請でき

る可能性も考えられるとのことから、予算担当部局を含めて会議を設定することとした。これ

までプロジェクト実施担当部門関係者を中心にプロジェクトデザインを協議してきたが、今後

は予算担当部門を巻き込んで協議していく必要があると考える。 

 

3   今後の対応案 

(1) プロジェクト活動計画のスケジュール調整 

プロジェクト実施の前半（来年の 7 月まで）にナショナルトレーナーの育成、ベースライン調

査、教材の作成、プロジェクトで負担できる活動を中心に組み、セネガル側の負担による活動

を来年7月以降となるようスケジュール調整を検討する。具体的には、来年2月に設定している

地方トレーナー研修を 7 月に設定する。こうした調整によって世銀のコモンファンド等による

セネガル側負担分の予算確保の交渉幅を広げることが可能となると考えられる。 

 

(2) セネガル側経費負担の軽減策(案) 

 プロジェクト内容の検討 

現在、リージョナルトレーナー研修は12日間、ローカルトレーナー研修が10日間で組まれて

いるが、各研修日数を 5 日間と設定すれば、セネガル側の負担が大きく減ることになる（セネガ
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ル負担 36％、JICA 負担 64％に変更）。ただし、研修の質との関連もあるので、本件については

プロジェクト実施部門と十分協議し、研修内容を工夫する必要がある。 

 

 日当単価の検討 

セネガル側負担が高くなっている理由の一つに各省庁共通基準の日当・交通費等の単価が高

いことが挙げられる。ただし、先方負担による日当単価の見直しは、省庁間の兼ね合い、他援助

機関のプロジェクト、教員組合との関係もあり、容易ではないと考えられるが、可能性の一つと

して教育省の感触を探ってみる。 

 

(3) セネガル側負担分の予算確保支援（案） 

 世銀の能力強化ファンドの活用の可能性について教育省他関係機関と協議する。 

 今年度終了した開発調査「地方教育行政」では、カウンターパートファンドを確保したもの

の、予算執行できていないものがあり、このカウンターパートファンドを本プロジェクト

に活用する可能性について教育省と協議する。 

 第一次事前評価調査で提言のあった緊急避難的な「見返り資金」の活用について、大使館と

も意見交換を行ったが、「見返り資金」もあくまで暫定的措置であること、別の教育案件に

も活用を考えていることから、もう少しこの活用について考え方を整理する必要があると

感じた。他の資金の活用の可能性も探りつつ、十分考え方を整理したうえで大使館と引き

続き「見返り資金」の活用の可能性について協議していく必要がある。 

 

4 その他 

今回の第二次調査を通じ教育省のプロジェクト担当者、州関係者の間には、確実に当事者意識

の高まりを感じることができたが、教育省高官の一部には、従来型のプロジェクト支援による研

修参加者の費用を含めて負担するプロジェクトという期待があるように感じられた。他方、団長

がセネガルを離れた後に DPRE、DAGE、DRH の 3 局長との会議では進展が見られたように、プ

ロジェクト担当部門以外の予算部門、総合調整部門の局長を巻き込むことで、教育省全体として

の当事者意識を向上させるように働きかける必要があり、教育省の真剣度を見極めつつプロジェ

クトデザインを固めていくことが肝要と考える。 

また、今回の調査には第一次調査に続きケニア SMASSE から Kisaka 団員の参団があったが、

先方との協議やナショナルトレーナーのワークショップ等において、ケニアでの知見・経験に

基づき的確な助言がなされ、大きな貢献があったことを特筆しておきたい。 

後に、第二次調査に際し、JICA セネガル事務所はじめ関係者の多大な支援に対し、深く感

謝申し上げたい。 
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V． 今後のスケジュール（予定） 

本調査中、プロジェクト開始を2007年12月と想定して作業を進め、ある程度合意ができていたが、

予算面での合意ができなかったため、セネガル政府負担分の予算確保に目処が立ちしだい、スケジュ

ールの確認を再度行うこととなる。 

 

 
【別添資料】 
1. 調査日程 
2. 議事録 
3. 第二次事前評価調査ミニッツ 
4. 第二次事前評価調査ミニッツ補遺 
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第二次事前評価調査団調査日程 
 

No. Date  Time Activity Remark 
Mr. Miyazaki only 

1 15 Aug. Wed  - Mr. Miyazaki arrives at Dakar. 20:15 (AF718) 
2 16 Aug. Thr  - Internal meeting at JICA 

- Meeting at Ministry of 
Education（ME） 

- Meeting with STP 
- Meeting with JICS Meeting 
- Meeting Representative of 

JICA Senegal 

 
DEE-SG, Samba, Abdoulaye 
M. Moustapha TOURE 
M. Sakoda 
M. Shirai (Interim) 

3 17 Aug. Fri.  - Meeting with SG (ME) 
- Meeting at ME 
- Meeting at ME 
- Meeting at SNFC 
- Meeting with JOCV 

Coordinator 

M. Adama Aidara 
Mme. Mbodji, DRH 
DEE-SG, Abdoulaye 
M. Joseph SARR 
M. Noda, Mme. Hayashi 

4 18 Aug. Sat  - Report writing  
Ms. Kisaka and Mr. Miyazaki only 

5 19 Aug. Sun  - Ms. Kisaka arrives at Dakar. 15:40 (KQ512) 
6 20 Aug. Mon  - Meeting Representative of 

JICA Senegal 
- Meeting at ME 
- Preparation for Workshop 
 

M. Irei  
DEE(Director), DEE-SG, 
Samba, Abdoulaye 
 

7 21 Aug. Tue 9 :00 
 
 

 

- Workshop (discuss PDM, PO, 
implementation structure) 

 

Participants: DEE(Director), 
IGEN(Director), DPRE, 
DAGE, DRH, IA (Louga, 
Thies, Fatick), C/P, 8 NTs 

8 22 Aug. Wed  - Meeting at ME (budget) 
 
- Visiting PEBD  
- Revision of Budget 
 

Participants : DPRE, DAGE, 
IGEN(Director), DRH, C/P 
Guediawaye – Dakar  
Abdoulaye 

9 23 Aug. Thr  - Meeting at Fatick 
- Interview with teachers 
- Visiting EFI - Fatick 

Participants: Abdoulaye, IA, 
IDEN, PRF, EFI 
Stay over in Thies 

10 24 Aug. Fri.  - Meeting at Thies 
- Interview with teachers 
- Observing volunteer training 

Participants: Abdoulaye, ETR 
members 
EFI - Thies 
 

11 25 Aug. Sat  - Mr. Ishihara arrives at Dakar. 20:15 (AF718) 
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No. Date  Time Activity Remark 
Mr. Ishihara, Ms. Kisaka and Mr. Miyazaki 

12 26 Aug. Sun  - Internal meeting at JICA  
13 27 Aug. Mon  - Meeting with ME 

- Preparation for stakeholders’ 
meeting 

DEE(Director), DEE-SG, 
Samba, Abdoulaye 

14 28 Aug. Tue 9 :00 
 
 

15 :00 

- Stakeholders’ meeting 
 
 
- Meeting with National Trainers

Participants: SG, DEE, DPRE, 
DAGE, IGEN, IA (Louga, 
Thies, Fatick), C/P 
10 National Trainers 

15 29 Aug. Wed  
 

- Developing M/M  
- Meeting at ME (budget) 
 

Abdoulaye 
Participants: DEE, DPRE, 
DRH 

16 30 Aug. Thr.  - Revising M/M 
 
- Meeting with DPRE (Budget) 
 
- Meeting with Co-ordinator of 

PEBD 

Participants: Abdoulaye, M. 
DEE-SG 
DPRE(Director), Abdoulaye 
 
Mr. Diouf 

17 31 Aug. Fri. 9 :00 
12 :00 

- Finalizing M/M 
- Signing M/M 
- Reporting to JICA Office  
 
- Meeting with Ambassador of 

Japan 
- Meeting at the Embassy of 

Japan 
 

Mr. Adama Aidara, SG, DEE 
(Director) 
Mr. Adama Aidara, SG 
Mr. Irei, Rep. Mr. Shirai, Dep. 
Rep. 
Mr. Saito, Ambassador 
Mr. Takazawa, Mr. Sugiyama 
 

18 1 Sep. Sat  - Departure from Dakar 
 

Ms. Kisaka, Mr. Ishihara 
16:40 (KQ513) 

19 2 Sep. Sun  - Report writing  
20 3 Sep. Mon  - Meeting with ME (Project 

Document) 
Abdoulaye 

21 4 Sep. Tue  - Meeting with DAGE, DPRE 
(Budget) 

- Departure from Dakar 

 
 
Mr. Miyazaki 23:00 (AF 719) 

 

-  -55



別添 2       

 

議事録6 
 

議事録  
内容 セネガル PREMST 初等教育局内での PDM 作成 
日時 07 年 8 月 16 日 10:00-12:00 
場所 セネガル教育省 
面会者（先方） DEE-SG、Abdoulaye,  
面会者（当方） 宮崎・岩崎・ファル高級クラーク・伊藤 

 9 日の DEE からのフィードバックをもとに、PDM を改訂したので、それに関して協議をした。 
 本プロジェクトが CAP を活性化することによって全教員に研修を行うという点では合意。 
 そのほか、PDM の左側の項目に関しては基本的に合意。 
 CAP 内研修の講師として、①CAP 内から代表を選ぶか、②県からローカルトレーナー(LT)を選ぶ

かで意見が分かれた。意見がまとまらないので、LT の人数やコストをシミュレーションして、翌

日再度協議することとなった。 
 

 
 

議事録  
内容 新カリキュラムについて 
日時 07 年 8 月 16 日 12:20-13:00 
場所 セネガル教育省 カリキュラム事務所(Sécretariat Technique Permanent du Curriculum 

de l’Education de Base, STP/CEB) 
面会者（先方） M. Moustapha TOURE, Secrétaire Permanant du STP/CEB 
面会者（当方） 宮崎・岩崎・ファル高級クラーク・伊藤 

 先方より、STP/CEB の役割と新カリキュラムの進行状況について説明があった。 
 STP/CEB は小学校・幼稚園レベルを担当している。（セネガルでは基礎教育に中学教育は含まれ

ない。） 
 新カリキュラムは 6 年生を除いて、プログラムとガイドが作成済みで、現在教育省からの認可を

待っている段階である。 
 1 年生は、2007 年度から 30％の学校で新カリキュラム導入予定である。その際の研修は STP が

すでに全国の全ての視学官に研修を行っているため、各県の視学官が教員研修を集合研修の形

で行う予定である。 
 Fall より PREMST について簡単に説明を行った。 
 PREMST 研修の講師は、DEE からでなく、教科の専門家から選ぶべきであるとアドバイスをい

ただいた。 
 

 
 

議事録  
内容 コミュニティ無償支援 
日時 07 年 8 月 16 日 15：00-15：45  
場所 JICA 
面会者（先方） JICS 迫田 
面会者（当方） 宮崎・岩崎・伊藤 

 迫田氏よりコミュニティ開発無償立ち上げ時に直面した困難を中心にブリーフィングをいただい

た。 

                                                 
6 特筆のある場合を除き、書記は全て宮崎団員。 
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 調達代理(Agent d’exécution de programme)の考え方が日本とセネガルで全く違い、N/E 時点でそれ

に気づいていなかったため、立ち上げ時に大きな混乱を招いた。日本側の理解では、調達代理は

JICS が調達の手続きを代理するために雇われているが、セネガルの他ドナーは通常、セネガル政

府にこの役割を任せる。また、通常、この役割を担う現地政府担当者（C/P）は、この業務を遂行

するために休職のような扱いとなり、その間給料がストップされる。代わりに、ドナー側が手当

を支払うことになっている。こういったシステムがあるため、日本にも手当てを支給するよう要

望が上がり、日本はそれができないため、問題となった。この混乱は、大臣から C/P が本来業務

として仕事をするように通達を出したことによってやっと収まった。 
 大臣からの通達をお願いする時には、DPRE 局長の力が大きく影響したとのことである。 

 
 

議事録  
内容 JICA 事務所 表敬 
日時 07 年 8 月 16 日 17：15-18：00  
場所 JICA 
面会者（先方） 白井次長 
面会者（当方） 宮崎・岩崎 

 宮崎団員より、第一次調査後の、PREMST の進行状況を説明した。 
 先方政府負担事項に関して、見返り資金の利用を考えている旨説明を行った。白井次長によ

れば、今まで保健分野で見返り資金を利用したときは、資金がなかなか出てこないというよ

うな問題には直面しなかったとのことである。 
 また、JICA セネガルのプロジェクトで、先方負担事項を設けているプロジェクトは今までほ

とんどないとのことである。 
 

議事録  
内容 SG 表敬 
日時 07 年 8 月 17 日 8：50－9 :30  
場所 教育省 
面会者（先方） SG 
面会者（当方） 宮崎・岩崎・伊藤 

 伊藤企画調査員より宮崎団員の到着と調査団日程の説明が行われた。 
 28日のステークホルダー会合ではSG自ら司会をして頂くよう申し入れ、合意を得た。また、31

日の M/M 署名に関しても確認した。 
 SG より第三国研修の日当を JICA が負担するように再度要望があった。彼の主張では、参加人

数を減らしてでも日当は支給すべきとのことである。伊藤企画調査員より JICA 側の原則を再三

説明したが、理解されないまま次の話題へと移った。 
 第三国研修には PREMST のナショナルトレーナー（NT）8 名を送るよう、申し入れ、合意を得

た。同時に、NT を 21 日の WS 前には選定することにも同意を得た。 
 

 
議事録  

内容 DRH 情報 
日時 07 年 8 月 17 日 9：45-10：30  
場所 教育省 
面会者（先方） Mme. Mbodji(DRH) 
面会者（当方） 宮崎・岩崎・伊藤 

 Mme. Mbodji より DRH の役割について説明があった。 
 DRH は JICA 校長研修の評価において調整役を担った経緯がある。 
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 DRH 管轄のボランティア教員の有資格化研修は、4 日間の学期期間中に集合研修を行った後、現

在夏季休暇を利用して 3 ヶ月間の授業（月―金の毎日）を行っている。これらの内容は全て理論。

参加者に対し、前者の 4 日間は、2500FCFA の交通費と日当 5000FCFA（合計 7,500FCFA）を毎日

支給し、後者の 3 ヶ月間は 3 ヶ月合計で 50000FCFA を支給している。生徒は全て EFI まで通って

いる。講師には、1 日 15000FCFA の謝礼が支払われる。 
 ボランティア教員研修に対する CIDA の支援は今年までで、DRH は来年度以降の支援を他ドナー

より求めている。 
 宮崎団員より PREMST に関して簡単に説明した。 
 Mme. Mbodji は、6 月に本邦研修において日本の授業研修にとても感銘を受けていたが、それで

も、セネガルでは CAP で外部からの講師なしに教員同士で学びあうというのは難しいと思うと言

う私見をいただいた。 
 

 
議事録  

内容 PO・研修体制案作成 
日時 07 年 8 月 17 日 10：30－13：15  
場所 教育省 
面会者（先方） Abdoulaye, DEE-SG 
面会者（当方） 宮崎・岩崎・伊藤 
この会合で、参加者間で合意できた事項を以下にまとめる。 
 
LT のコストやマネジメントの問題点を指摘し、特にコストに関しては十分に悩んでもらったので、

当方がCAP 代表を推す理由は分かってもらえたように思われる。ただ、LT はCAP 代表では勤まらな

いとの強い意見に変わりはない。LT には教科の専門性を持たせて、LT を各CAP に毎回 2 人ずつ送っ

て研修を行うという案も出たが、費用対効果の問題から一人ずつ送るということで合意。 
  
カスケードとしては、以下のような形になる。 
  
ナショナルトレーナー（NT） 8 人 
地方トレーナー（RT）   50 人 
ローカルトレーナー（LT） 345 人 
教員           10500 人 
  
当方より、LT の数が比較的少ないので、RT を廃止してカスケードを一つ減らす提案をしたのが、先

方は、カスケードを減らすことのメリットは理解したものの、地方分権化の流れから IA、EFI、PRF
といった州レベルの人たちの能力強化が行われなければ、研修制度の確立はできないという理由で

反対。確かにセネガルで INSET の確立は、州政府が中心になって行わなければありえないことのよ

うなので、この観点から、カスケードは上記のように全て残す形で合意。 
  
また、現在CAP のサイズが一様でないため、LT の数とあわせるような形で各州でCAP の線引きをし

なおしたいという案が出た。現在の CAP は教員数 15 人から 100 人くらいまでと大きさがバラバラな

ので、一つの CAP30 人程度になるように組みなおしてもらうことはメリットも大きいと思われる。 
  
研修の時期に関して、10-11 月のケニアでの研修後、すぐにベースライン調査を行い、12-2 月の間に

モジュール作成、2-3 月に中央研修（RT に対する研修）、9 月に地方研修（LT に対する研修）、10
月以降毎月 CAP における教員研修という形で合意。 
  
先方からは他の SMASSE のように 3 Cycle 行うのが難しいという意見が出されたが、よく聞いてみる

と 2 年目からは Cycle 2 の代わりに Refresher コースをやりたいとのことなので、このあたりのことは

モジュール作成時、研修内容を決めるときに対応できると思うので、現時点では深く掘り下げない

こととした。 
 
上記の合意事項に関して、20 日には DEE と、21 日はその他のステークホルダーと会合を持つことに

より、合意を図る予定。 
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議事録  
内容 CNFC 
日時 07 年 8 月 17 日 15 :00 – 15 :30 
場所 教育省 別棟 CNFC 事務所 
面会者（先方） M. Joseph SARR, Coordonateur, CNFC 
面会者（当方） 宮崎・岩崎・伊藤 

 CNFC は DESMG（中等教育局）の一部門として中等教育を担当し、直接は小学教育を担当しな

い。12 教科に対し、各教科 1 名ずつコーディネーターが配置され、各州の PRF の調整・研修を

行っている。 
 CNFC は USAID の PAEN による中等教育教員研修において、中心の C/P である。また、近年、

BAD の資金協力を受け、6000 名の中等教員に対して、現職教員研修を行っている。 
 職員の中には小学教員経験者など、小学教育での経験の豊かな人材もいる。 
 PREMST のナショナルトレーナーに CNFC より 1 名任命することに関しては、特に違和感を感

じていない様子であった。 
 

 
議事録  

内容 協力隊 
日時 07 年 8 月 17 日 17 :30 – 18 :00 
場所 JICA 
面会者（先方） 野田次長、林ボランティア調整員 
面会者（当方） 宮崎・伊藤 

 光永隊員を第三国研修に 4 週間送るという方向で進めることに合意。予算は、協力隊の予算か

ら工面する。 
 PREMST と隊員の連携については、有志ボランティアに対して地方研修に参加してもらい CAP
活動を活性化する手伝いをしてもらうという緩やかな連携の方向で合意。 

 今後の小学校隊員はプロジェクト対象州に対し、小学校教諭（情操教育）または、小学校教諭（理

数科）という形で募集をする方向で進めることで合意。 
 

 
議事録  

内容 DEE との会合 
日時 07 年 8 月 20 日 10 :00 – 10 :45 
場所 教育省 
面会者（先方） DEE, Abdoulaye 
面会者（当方） Kisaka・宮崎・岩崎・伊藤・ファル高級クラーク 

 宮崎団員より DEE に先週の進歩状況について報告。以下の 2 点について合意。 
1） 本プロジェクトは CAP 活性化を通じて対象州の全教員に研修を行う。 
2） CAP で研修を行うのは、CAP 代表でなく、県によって選ばれたローカルトレーナーであ

る。 
 明日のステークホルダー会議他、スケジュールの確認を行った。 

 
 

議事録  
内容 ステークホルダー会議 第一回の準備 
日時 07 年 8 月 20 日 14：00－15：00 
場所 JICA 
面会者（先方） Abdoulaye 
面会者（当方） Kisaka・宮崎・岩崎・伊藤・ファル高級クラーク 

 宮崎団員より配布資料の確認をしつつ、WS の準備を行った。 
 Abdoulaye 氏は、プロジェクト紹介のため、パワーポイントプレゼンテーションを翌日までに作

成することとなった。 
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議事録  

内容 ステークホルダー会議 第一回 
日時 07 年 8 月 21 日 9 :00 – 12 :30 
場所 JICA 
面会者（先方） M. Mohamadou Aly SALL (Director, DEE), M. Ndiogou FAYE (Director, IGEN), M. 

Abdoulaye MBODJ (DEE), M. Saliou KANE (Formateur/IGEN), M. Mamadou NDIAYE 
(IA/Thiès), M. Massoum NIANG (CNBST), Mme Faye Marguerite NDIAYE (EFI/Dakar), 
M. Joseph SARR (CNFC), Mme Khady MBODJI (DRH), M. Mountaga SOW (DAGE), M. 
Mamadou DIOP (STP/DPRE), M. Boubacar SOW (IA/Louga), M. Papa Ibrahima LY 
(EFI/Louga), Mme Absatou D. DIALLO (IA/Fatick), M. Massèye SOW (CNFIC/DEE)
  

面会者（当方） 白井次長・Kisaka・宮崎・岩崎・伊藤・ファル高級クラーク 
 DEE を議長とし、17 日に作成した案をベースに、プロジェクト案（研修体制・組織図、PDM、

PO、トレーナーの TOR&選定基準）について話し合った。大部分は、提案どおり承認されたが、

主な提案・変更点を以下に記す。 
 NT を 8 人から 11 人に増やす。原案では、中央から 5 人（BST, IGEN, SFC, EFI-Rufisque, CNFIC）

＋各州から一人ずつというもので、それを各州から 2 人ずつに増やして 11 人にすると案が IA か

ら出され、会議内で合意。 
 2008 年 3 月に RT の研修を実施した後、2008 年春に第三国（ケニア）より専門家を呼び、NT,RT
の 61 名に対し、補強トレーニングを行う。 

 3 年目には対象州 3 州とは別の 4 州の RT（約 60 名）に対して ToT 研修を行う。これに対しては、

時間の制限もあり、後日再協議が必要。 
 こららの変更点を反映した PDM を作成し、プロドクを作成した上で、28 日の第 2 回ステークホ

ルダー会議に臨む予定。 
 

 
議事録  

内容 予算会議 
日時 07 年 8 月 22 日 10 :30 – 12 :00 
場所 教育省 
面会者（先方） Abdoulaye, DPRE, DRH, IGEN, DAGE 
面会者（当方） 宮崎・岩崎・伊藤・ファル高級クラーク 

 宮崎団員より、予算積算の表の見方、積算の根拠(仮定)について説明し、その後先方からの質

問により理解を深める形で会議を進めた。 
 先方負担分のは年間約 20 万ドルになるが、今日の参加者はこの額であればプロジェクト終了

後も確保できると自信を持って言っていた。（実際には、2 年目以降は、研修の期間を減らす

などして、多少減ることが予想される。）但し、1 年目は予算年度計画に間に合わないので、

JICA 側で負担するようにという要望が再三でて、基本的には、1 年目は後日話し合うとして、

2 年目よりセネガル側が研修費・モニタリング費を全額負担することで合意。 
 先方より、ケニアにおける第三国研修における日当支給を JICA 側で負担するよう、再三の懇

願があった。当方は、今年の研修も含め、一切例外を出さないという立場を明確にしたが、

先方政府の予算も 2 年目以降は方策は考えられるが、2007 年 10 月の研修には間に合わない

であると思われる。 
 Abdoulaye はプロジェクトマネージャーとして、このままだと去年までのように、日当なし

で NT は研修を受けることになり、帰ってきてプロジェクトを開始する時に、NT はモーティ

ベーションをなくしてしまい、プロジェクトが始められないのではないか、という危惧を表

明し、JICA・教育省双方に解決策を探るよう申し入れた。 
 DAGE は、本プロジェクトの日当を PDEF レートに合わせることの重要さを強調した。参加

者はこの提案に同意し、本会合で提示した積算で PDEF レートとずれている部分を午後に修

正することで合意した。 
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議事録  

内容 PEBD プロジェクトの情報収集 
日時 07 年 8 月 22 日 15 :30 – 17 :00 
場所 IDEN de Guédiawaye 
面会者（先方） M. Soulayemane Mbaye, 県視学官 
面会者（当方） Kisaka、伊藤・岩崎(議事録) 
教育省 DEE 次官よりゲジャワイ県 IDEN では、PEBD（Projet education dans les banlieu de Dakar）の支

援により CAP の機能化に取り組んでいるとの紹介を受け、ゲジャワイ県 IDEN を訪問し、CAP 活性

化にかかる取り組みについて話を聞いた。 
 
１． 従来の CAP 活動（課題について） 
（１） そもそも CAP の目的は？ 
CAP は初任者研修を終え現場に出た教員に対し、現職教員研修を実施することを目的として開始さ

れた。校長、教員、視学官が集まる唯一の機会であり経験共有を通し教員が学びあうことを目指し

ている。 
しかし、従来の CAP 活動は機能していなかった。 
 
（２）CAP の機能しない理由 
その原因は以下のような理由が考えられる。 
① 教員のモチベーションが低い 
教員の CAP への参加は義務7とされているが、参加しても教員同士のディスカッションで終始し、結

論が出されることはなく、得られることが少ないことや、教員のニーズを汲んだ内容となっていな

いことなどから、教員の CAP に対する期待は低く、従って CAP を開催しようにも教員を動員するこ

とが非常に難しい。 
② 視学官不足 
視学官が参加すると、何か得られるのではないかという期待から教員の参加率は上がる。しかしな

がら、視学官の人数は教員の人数に対し十分ではなく、ほとんどの場合視学官は CAP 活動に参加し

ていない。8 
 

【ゲジャワイ県 IDEN の場合】 
本 IDEN には、３名の視学官がいるが、それぞれが担当する教員数がアンバランスである。

１） 仏語系小学校担当（アドミ担当も兼務）：600 教員前後（30CAP） 
２） 就学前教育担当：20 教員前後 
３） フランコアラブ系小学校担当：40 教員前後 

ほぼ全ての小学校を一人の視学官が担当することになり、実際にはほとんど CAP の活動に

は参加していなかったとのこと。 
 
③ CAP に参加していなくとも罰則規定がないこと 

後に、CAP に参加することは義務であるにもかかわらず9、参加しなかったとしても、罰則規定や

昇給の妨げになるなどのサンクションはなく、強制力に乏しい。 
 
２． プロジェクト PEBD（Projet education dans les banlieu de Dakar）について 
（１） 概要 
2005 年-2007 年までのプロジェクトで、AFD および Action Aide が支援している。 
PEBD 自体は、①小学校建設、②教員研修、③自治体の能力強化と３つのコンポーネントがあり、

CAP の活性化については②に含まれる。 
対象地域は、ゲジャワイ、ピキン、チャーロイ、ルフィスク１と２の５IDEN。 
 

                                                 
7 教員は週30時間教えることを義務付けられているが、カリキュラムの改訂により実際には週28時間しか教室に

立っていない。つまり教員は皆、数時間ほど勤務時間の借りがあると考え、その時間を CAP として義務付け

INSET に当てることとした。（教育省談） 
8 国の基準では 1 視学官につき 50 教員が適切であるとしているが、実情は異なる。また視学官の業務は教員のモ
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（２） 支援内容 
・ 視学官に対する交通費・日当の支援 

CAP 活動のモニタリングを行う視学官に対し、10,000CFA/モニタリング回数を支給。 
・ CAP での食事提供 

CAP は通常、月１回・４時間の活動だが、十分な研修時間の確保のため、本プロジェクトでは、

教員に対し食事を提供し、CAP の時間を４時間から終日（９時～１６時、17 時まで延長）行うこ

とができるようにした。 
・ CAP 活動に必要な資機材（配布資料用の紙など） 
 
（３） 活動内容 
CAP を活性化するために、以下のような活動を行った。 
① 学びたいテーマの選択 

学期の初めに、教員、校長から学びたいテーマを出してもらい、第一回 CAP で全てのプロポー

ザルから４～７つのテーマを選び優先順位付けを行う。 
② CAP の年間計画を策定 

選んだテーマをもとに CAP で年間計画（案）を策定してもらい、IDEN に提出する。IDEN では、

各 CAP から提出された計画を踏まえ、担当視学官などを決め、CAP の年間計画をファイナライ

ズする。 
③ CAP 活動の実施 

毎回 CAP では、CAP の中から president１名と、reporter１名を選出し、彼らが CAP 活動のファ

シリテーションを行い、視学官がその活動をスーパーバイズする。 
④ CAP 活動の報告 

Reporter が CAP 活動の MM を作成し、視学官に提出し、視学官は IDEN に提出する。 
MM には、活動内容、課題、解決されていない課題、などを記載する。 

⑤ レポートを受け取った IDEN は、各 CAP が抱えている問題を把握するとともに、共通課題を抽出

する。共通課題については IDEN でセミナーを企画するなどの対応を考える。 
 
（４） 成果、変化、インパクト 
本プロジェクトを実施した結果次のような変化があった。 
・ 教員の CAP への参加率が向上 
・ 謝礼があることにより、視学官不足も、他県からの応援を呼んだり、退職した視学官に臨時で支

援してもらうことにより解消することができた。10 
・ プロジェクトでは同時にコミュニティの能力強化も行っていたため、CGE(学校運営委員会)が

CAP を支援するようになるなどのインパクトがあった。 
・ 今まで公立と私立はそれぞれ別々に CAP を組織していたが、本プロジェクトでは区別すること

なく一緒にした。そして、私立の校長を促し、かれらの予算で CAP のためのセミナーを開催す

ることもできた。 
 

 
議事録  

内容 予算案 改訂 
日時 07 年 8 月 22 日 15：00－16：00 
場所 JICA 
面会者（先方） Abdoulaye 
面会者（当方） 宮崎 

 PDEF レートに合わせて、中央・地方研修、M&E の旅費等の修正を協働で行った。 
 

 

                                                                                                                                                         
ニタリングだけでなく、日々いろいろな活動（セミナー等への参加）を求められ、極めて多忙であるとのこと。 
9 複式学級の教員については、義務が免除されている。 
10 他県から応援を呼んだり、臨時で退職した視学官を活用し、40 名で 1000 人近い教員を担当した。1 視学官につ

き 20-30 教員まで負担を減らすことができた。 
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議事録  

内容 州レベル関係者会議（Fatick） 
日時 07 年 8 月 23 日 10：30－12：00 
場所 ファティック州 IA 
面会者（先方） Abdoulaye, Mme Absatou D., DIALLO (IA), M. El Hadji NDAO (IA), M. Made FAYE 

(IDEN/Fatick), M. Abdoulaye NDOUR (CPI/PRF/Fatick), M. Moussa FAYE 
(CPI/Maths/PRF), M. Dagobert ZACCARIA (EFI), M. Amadou Tidiane DIA 
(IDEN/Foundiougne), M. Maba BA (PRF), M. Abdou SARR (IDEN/Gossas), M. Amadou 
L. YAGUE (IDEN/Gossas)    

面会者（当方） 宮崎・Kisaka・ファル高級クラーク 
 宮崎団員より訪問の目的を述べた後、Abdoulaye より、PREMST 案を紹介した。 
 双方からの質疑応答を繰り返す形で、プロジェクトの案について話し合った。先方からの質問は

主に、当方の案に対して不明瞭な部分への質問であった。 
 当方より質問がなされた点と回答は以下の通り。 
質問：CAP はどのような形で機能しているのか？ 
回答：月 1 回、全教員に参加義務を負わせる形で行っており、出席簿もつけている。CAP では授業

研究を行っている。 
 
質問：本プロジェクトで理数科教員研修を（追加ではない）現状の CAP のセッションで行うという

ことに対して、どう思うか？ 
回答：CAP の活動は現状でも機能はしているが、能力の高いトレーナーが講師として CAP セッショ

ンを行うことによってより活性化が望める。 
 
質問：CAP 活性化にはよいトレーナー（LT）の育成が鍵となるが、CAP 講師としては誰が適任であ

るか？また、CAP 代表を LT として育てることに対してはどう思うか？ 
回答：県レベルにいる視学官や退職した視学官、または経験のある校長などを中心に LT のチームは

組める。CAP 代表は講師としての資質をもとに選ばれているわけではない。（CAP 代表は校長の

場合が多いが、選定基準があるわけでないので、CAP によってどのような人物が代表になってい

るかはまちまちである。）CAP によっては、講師となれる実力のある者もいるが、多くの CAP
ではそれだけの経験のある人物はいない。 

 
質問：LT を教員 30 人に対して一人配置するという提案が出ているが、その配分によると各県に 30

－50人の LTが必要となる。CAP代表よりもQualificationのある人材が実際各県に存在するのか？

また、それだけ多くの LT を各 IDEN が管理することに対する負担はどう思うか？ 
回答：各県に LT を何人配置するかという問題は、各県によって状況が違うので、例えばローテーシ

ョンを組んで一人が複数の CAP を担当することも可能であるので、LT の数に関しては、中央か

ら何人という数を押し付けるのではなく、各県が自分たちのシステムにあった人数を選べるよう

県に任せてほしい。自分たちで提案する形でできるのなら、LT の管理は難しくない。 
 
質問：CAP セッションを年に 6 回理数科研修に当てるという提案に対してどう思うか？ 
回答：6 回でと、実質的にほとんど全ての CAP 活動を割り当てることになるが、年度初めの活動計

画に組み入れて行えば、可能である。 
 
質問：中央省からの LT 選定基準案に対してどう思うか？ 
回答：県レベルには、トレーナーとしての経験を持つ人間は視学官資格保持者に限られ、十分な数は

確保できない。また、視学官の多くは 55 歳以上であるため、年齢制限の基準には無理がある。代

わりに、経験豊かな校長の中から、優秀な者を選ぶことはできる。また、視学官退職者を LT とす

る可能性もある。 
後の質問に対しては、当方から後日 Fatick 州の LT 選定基準案を提出するよう申し入れた。 
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また、世銀の財政支援を使って、プロジェクトの研修費に充てるようにしてほしいと申し入れた。IA
次長はこの財政支援の存在を知らなかったので、本会合では資料を渡すに留まった。IA によれば、実

際の予算配分は中央で DPRE によって行われ、DPRE による配分がなされれば、IA レベルで予算請

求の手続きをとることに問題はないとのことである。 
 
今回の会合が、初めて州でなく県代表からの意見を聞くことができる貴重な機会であった。全般的に、

中央から LT の人数や選定基準を押し付ける形でなく、IDEN の自主性に任せた形でプロジェクトを行

うのであれば、当方からの提案の形での研修は可能であり、CAP の活性化に繋がる有効な支援となる

であろうという反応を受けた。プロジェクト開始時に、中央でなんでも全て決めてしまうことのない

ようにという点は、繰り返し複数の参加者から聞かれ、地方分権の考えから言っても、JICA 側とし

て多くの不安要素があるものの、IDEN の自主性に任せた形のプロジェクト運営は必要であると感じ

た。 
 

 
議事録  

内容 教員とのインタビュー 
日時 07 年 8 月 23 日 12：30－13：30 
場所 ファティック 
面会者（先方） ファティック県のボランティア教員 3 名 
面会者（当方） Kisaka・宮崎・ファル高級クラーク 

 面会者は 3 名ともボランティア教員であるが、うち 2 名は校長である。学校はファティック市内

より 13、17、25 キロ離れたところにある小規模校（クラス数は 1、4、6）である。 
 CAPのサイズは41、57、71人と様々で、人数よりも地理的な条件を優先に枠組みを作っている模

様。 
 CAP は、毎月 1 回(土曜)、一回につき 2-3 時間で、8 割以上の教員が毎回出席している。 
 CAP への参加は義務とされていて、無断欠席をすると視学官に呼ばれ、欠席の理由を聞かれた

り、ひどい場合には警告が出される。制度的には、減給の可能性もあるが、彼らの周りではその

ような例は聞いたことがないとのこと。 
 教員にとっては、CAP は教授法を学ぶところというだけでなく、他校の教員と知り合うという意

味でも貴重な場となっている。 
 CAP で行う活動は授業研究である。毎回 2 名の教員が Animateur と指名され、授業プランを用意

し、子供たちの前で 30 分ほど授業を行う。その後、授業プラン、授業自体について参加者間で話

し合う。マンネリ化を打開するため、 近では Animateur が用意した発表を行うこともある。 
 CAP 活動を向上するために必要なものとしては、交通費、教材、講師が上げられる。CAP では、

毎回同じことが繰りかえされるため、新しい教授法が学びたい。但し、特に理数科に関しては教

科の内容に関する研修も望んでいる。 
 本プロジェクトによる LT 派遣の提案をしたところ、教員たちは歓迎のようであった。LT には、

視学官または、教員経験の長い者がよい。 
地域の CODEC が CAP を管理している。 

 CAP には複数の学校が含まれる CAP と、校内研修（有志参加）である Cellule intern がある。 
 

議事録  
内容 EFI ファティック視察 
日時 07 年 8 月 23 日 14：00－14：15 
場所 ファティック EFI 
面会者（先方） ＥＦＩ－Fatick 校長、Abdoulaye 
面会者（当方） 宮崎・Kisaka・ファル高級クラーク 

 EFI-Fatick は旧ホテルの建物を改造して、校長・教員など管理部門のオフィスとして利用している。

建物は非常に古く、会議室になるような部屋もない。 
 授業は近くの小学校のクラスを使用している。 
 EFI－Fatick は地方 INSET センターとして、十分とは言い難く、改造するスペースもない。但し、

Fatick には他に適当な候補地がないため、ここを INSET センターとするしかない。 
 上記のような現状から、EFI-Fatick の校長から日本に EFI の建設支援に関して再度以来を受けた。
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議事録  

内容 州レベル関係者会議(Thies) 
日時 07 年 8 月 24 日 9：30－11：15 
場所 Thies IA 
面会者（先方） Abdoulaye, M. Mamadou Moustapha NDIAYE (IA), M. Matar Seck DIA (IAA), M. 

Ndioba DIEYE (DEMSG/IA), M. Amacodou NDIAYE (PRF), M. Diamé FAYE 
(BST/Thiès), M. Bassirou MAR (IDEN/Mbour), M. Samba DIAKHATE (IDEN/Thiès 
Département), M. Yakhya dit Maguèye DIOUF (IDEN/Thiès Ville), M. Seydou BA 
(IDEN/Tivaouane) 

面会者（当方） Kisaka・宮崎・ファル高級クラーク 
 Abdoulaye よりプロジェクト案を発表し、各参加者が全体的な感想を述べ、その後質疑応答とな

る形で会議が進められた。全体的に、本プロジェクトが目指している理数科の強化、その手段と

しての CAP の活性化に対して好印象をもっているようであった。 
 参加者によると、Thies では、CAP の機能に問題があったため、去年より様々な方策により CAP
を活性化し機能化させることに成功している。各 IDEN が年度の初めに CAP の年度計画を立て、

CAPの組直しや CODEN や ZOCODEといった校長会によるCAPの監督などを自主的に行ったこ

とによって、機能する CAP が作れたとのことである。 
 Thies では CODEC に教授法指導の役割を加えた CODEN という校長会を作り、CODEN が Zone 内
の CAP を指導している。CODEN は学校プロジェクトの監督の役割も担っている。そのため、プ

ロジェクトで研修をする対象として CODEN も含めるよう要望があった。 
 CAP への参加は義務であり、無断欠席に対しては視学官が警告を出す。ひどい場合には、減給も

ある。減給は制度的にはあるが、実施はされていないのではないかという当方の問いに対し、実

際に減給した例はあるとの回答を得た。IDEN は欠席は問題になるほど多くないと口をそろえて

主張した。 
 現在、各 CAP の自己評価をしている段階で、これをベースに今年の活動を決めていくことにな

る。 
 
 

議事録  
内容 教員とのインタビュー 
日時 07 年 8 月 24 日 11：30－12：30 
場所 Thies IA 
面会者（先方） Thies 市内の２校から校長２名と教員３名(計５名) 
面会者（当方） Kisaka・宮崎・ファル高級クラーク 
 面会者の学校は 2 校とも Thies 市内の Zone1 にある優秀な学校のようであった。Zone１には、

Co-Development には、6 校、5 つの CAP がある。ここの CAP は学校ごとでなく、学年ごとに形成

されている。 
 Co-Development は校長によって構成される。CAP は年間 低 7 回行われ、Co-Development により

管理されている。 
 校長の役割はクラスを巡回し、その後会合を持つことにより、教員を指導することである。 
 CAP は教授法だけでなく、教員文化を育てることにも役割がある。 
 CAPへの出席は義務となっていて、毎回出席を取っている。教員の欠席は彼らのCAPでは問題と

なっていない。村地域の CAP も同様に機能しているのかという当方からの質問に対し、村ではい

くつかの学校が共同で CAP を形成するため交通手段が大きな問題となっているが、同様の活動が

行われている、という回答を得た。 
 本プロジェクトの LT による CAP 内での研修に対しては賛成であり、LT には 低でも 12 年以上

の教員経験を持ち、高校卒業資格を持つ者を選ぶべきであるとの意見だった。 
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議事録  
内容 ボランティア教員に対する有資格化研修の視察 
日時 07 年 8 月 24 日 12：45－13：00 
場所 EFI－Thies 
面会者（先方） Abdoulaye 
面会者（当方） 宮崎・Kisaka・ファル高級クラーク 

 夏季休暇中に実施中のボランティア教員に対する有資格化研修を視察した。この研修は、月曜か

ら金曜まで 8-13 時に実施されており、訪問した時間が終了間際であったため、終わってしまった

クラスも多かった。その中で、一つまだ終了していない読解の授業を 10 分ほどではあるが、視察

できた。 
 この研修は、研修といっても、教員に必要な理論的な知識を教えることに主眼を置いているため、

ほとんどのクラスは高校で見られるような授業の形をとっている。 
 終わりかけていた授業を無理に頼んで、10 分ほど続けていただいたので、本日学んだ事項のまと

めであり、判断しにくいことも多いが、EFI 教員の授業はいわゆる « Chalk & Talk »の授業になっ

ていることは間違いないと思われる。また、黒板の使い方ができていず、黒板だけ見たら、何の

授業なのか見当もつかない状態であった。 
 

 
 

議事録  
内容 第二回ステークホルダー会合前 調整会議 
日時 07 年 8 月 27 日 9：30－12：00 
場所 教育省 
面会者（先方） DEE(Director), DEE-SG, Samba, Abdoulaye 
面会者（当方） 石原・宮崎・Kisaka・ファル高級クラーク・岩崎・伊藤 

 当方より、PDM のアウトプット 4 を「教員の能力が上がる」から「教員が研修を受ける」に変え

るよう提案をした。先方は、過去に研修のみが実施され結果が出ていないプロジェクトが多かっ

たことを指摘し、アウトプット 4 には教員の能力について言及することを強く求めた。この件に

関しては、言葉遣いを後ほど直すことで合意した。 
 先方より、教員の能力は生徒の成績で測るべきであり、生徒の成績をアウトプットの指標として

入れたいとの要望が上がった。当方としては、本プロジェクトが生徒に対する直接の活動がない

ことから、上位目標の指標とすることを主張し、同意を得た。 
 当方より、プロジェクト執務室の提供を申し入れたが、DEE より SG に申し入れるようにと回答

があった。 
 

 
 

議事録  
内容 第二回ステークホルダー会合直前打ち合わせ 
日時 07 年 8 月 28 日 8：00－9：00 
場所 教育省 
面会者（先方） Abdoulaye 
面会者（当方） 石原・宮崎・Kisaka・岩崎 

 前日に教育省内でステークホルダー会合の準備会合を長時間行っていたため、当方との打ち合わ

せが十分にできず、直前の早朝に打ち合わせをすることとなった。 
 アウトプット 4について、教員の apacityをPedagogical practiceという特定のスキルに限定する形

で残すことで合意。 
 プロドクのドラフトが当方にシェアされたが、WECSA 会合時に提出したものから大きく変わっ

ていないため、ステークホルダー会合では参考程度とすることとした。 
 ステークホルダー会合のプログラムに関して合意を得、配布資料をコピーした。 

 
 

-  -66



別添 2       

 

 
議事録  

内容 第二回ステークホルダー会合 
日時 07 年 8 月 28 日 9：00－12：00 
場所 教育省 
面会者（先方） M. Adama AIDARA (SG), M. Ndiogou FAYE (Director, IGEN), M. Abdou Diao 

(DEE-SG), M. Abdoulaye MBODJ (DEE), M. Adama Faye (DPRE), M. Massèye SOW 
(CNFIC/DEE), M. Mamadou Moustapha NDIAYE (IA/Thiès) Mme Absatou D. 
DIALLO (IA/Fatick), M. Papa Ibrahima LY (EFI/Louga), M. Massoum NIANG (CNBST), 
M. Meissa DIAKHATE, EFI/Thiès 

面会者（当方） 石原・宮崎・Kisaka・ファル高級クラーク・岩崎・伊藤 
 Abdoulaye よりプロジェクトの概要に関して紹介があった。 
 SG は、時間の都合上、早く抜けなければならないため、先に 2 つのコメントを残し、退席した。

コメントは以下の通り。 
① Organisation Chart において、National Steering Committee に技術教育局長など 4 人を足す。

② PDM の仮定条件より「教員ストライキの頻度が増加しない。」を削除する。 
③ PDM の前提条件より「教員組合がプロジェクトに反対していない。」を削除する。 

 
SG の退席後、協議を続け、主な変更点は以下の通り。 

 先方より、アウトプット 5 として、「生徒の学力が向上する」を追加するという提案がった。先

方の別の参加者よりプロジェクトが現職教員研修のみの活動である中、｢生徒の学力向上｣は直

接のアウトプットとはいえないのでは、という意見が出、アウトプット 5の追加はしないことと

なった。 
 当方より、NT を取りまとめるため、NT 間の調整役となるコーディネーターを決めるのが効率

的ではないかという提案が出された。先方は、いい考えではあるが、事務的な手続きを考える

と困難な側面が多くあると指摘した。そのため、プロジェクト開始後、実際に調整役を担う者

を決めなければいけないことは同意するが、NT コーディネーターのようなポストは作らないと

いうことで合意した。 
 当方より、PDM の活動に沿って作られた PO を提示したところ、細かい活動がいくつか削除さ

れていることが先方より指摘された。M/M に添付する PO はこのまま PDM の活動に沿ったもの

とし、細かい活動については、年間活動計画においてスケジュールを新たに決めるという形で

合意した。 
 

 
議事録  

内容 ナショナルトレーナーとの会合 
日時 07 年 8 月 28 日 15：00－17：30 
場所 教育省 
面会者（先方） Abdoulaye、ナショナルトレーナー11 名のうち 10 名 
面会者（当方） 石原・宮崎・Kisaka・ファル高級クラーク・岩崎 
 宮崎団員より、本会合の目的が説明され、その後Kisaka 団員が 2 つのプレゼンテーション(ケニア

SMASSE 紹介、NT の役割)を行い、参加者からの質疑応答、という形で会合が進められた。 
 
多くの質問が、ケニア SMASSE をよりよく理解するために詳しい説明を求めるものであったが、参

加者からのその他の主な質問・コメントは以下の通り。 
 
質問：ケニアでは中等教育のプロジェクトを実施しているが、それがどのようにセネガルの初等レ

ベルのプロジェクトに役立つのか？ 
回答：本プロジェクトは、ケニア SMASSE をコピーするものではなく、ケニアからエッセンスを学

びつつ、セネガルの NT 達が自分たちの手で自分たちの国の状況に合わせながらモジュールを作成、

研修を行っていくものである。 
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コメント：NT に多くの役割が求められていることは分かったが、パートタイムで今までの仕事にプ

ラスという形でこなさなければいけないのは厳しいのではないか？ 
 
コメント：ケニア第三国研修では、日当が出なかったという話を聞いているが、NTに対する経済的な

インセンティブは大事な話であるので、プロジェクトプランの中で、きちんと考慮に入れてほしい。
 

議事録  
内容 M/M ドラフト作成 
日時 07 年 8 月 29 日 9：00－12：00 
場所 JICA 
面会者（先方） Abdoulaye 
面会者（当方） 石原・宮崎・Kisaka 
Abdoulayeと協働で、M/M のドラフトを作成した。また、その際に、JICA専門家のTOR, プロジェク

ト関係機関の TOR のドラフトも作成した。 
 

 
議事録  

内容 教育省との予算会合 
日時 07 年 8 月 29 日 15：30－16：30 
場所 教育省 
面会者（先方） Abdoulaye, M. Papa Fily NDIAYE (DRH), M. Samba KA (DPRE) 
面会者（当方） 石原・宮崎・ファル高級クラーク・岩崎・伊藤 

 DAGE 不在で、権限のある者のない中での会合となり、実質的に Abdoulaye と先方政府負担

事項の詳細に関する確認をするのみの会合となった。 
 また、ケニア人専門家をセネガルへ招聘し、研修を行うことに対して、当方からの回答を以

下のようにした。提案に対して合意はするが、研修参加者は NT に限る。また、RT50 名を参

加者に含めることを希望する場合は、交通費・宿泊費・食費は先方政府負担事項となる旨、

報告した。また、ケニア人招聘による研修は毎年行われるものでなく、1 年目は実施するも

のの、2 年目以降は、NT の能力育成の状況を見て適宜判断することにする。 
 DAGE不在では、予算に関して何の決定もできないため、急遽SGと会合を開き、DAGEとの

会合を設定するという提案が、先方参加者より出された。Abdoulaye により、SG に交渉して

いただいたが、DAGE は翌週までダカールへはもどらないとのことで、団長のセネガル滞在

時における会合は不可能となった。その代わり、木曜に DPRE との会合を設定することと

し、会合を終了した。 
 
予算の詳細に関するコメント・修正は以下の通り。 
 先方より、第三国研修と SMASE-WECSA 会合参加の際のビザ代は先方政府負担事項に入れ

るべきでないことを主張した。当方は、ビザ代を負担できない旨、改めて主張した。 
 SMASE-WECSA 会合の日当は 35000FCFA とする。先方政府負担事項なので、このレートは

このまま採用して、積算を直すこととした。 
 

 
議事録  

内容 PEBD プロジェクトのヒアリング 
日時 07 年 8 月 30 日 15：00－16：00 
場所 PEBD プロジェクトオフィス 
面会者（先方） プロジェクトコーディネーター M. NDIDYE DIOUF 
面会者（当方） 岩崎・伊藤(議事録) 
8 月 22 日（水）ゲジャワイ県 IDEN 視学官より、本プロジェクトのゲジャワイにおける概要を聴取し

た際、教育省側プロジェクトコーディネーターの情報を得た。本日同プロジェクト事務所におい

て、3 年間に亘るプロジェクトの全体活動及び今後の方向性について同人より聴取したところ、内容

は以下のとおり。 
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Projet Education dans les Banlieues de Dakar(PEBD) 
 プロジェクト期間：2005-2007（評価を含めると翌 2008 年の 6 月まで） 
 総額：8,316,000,000 F.CFA (約 20 億円) 

負担内訳は AFD が全体の 70％、ＮＧＯアクションエイド 13％、教育省 12％、地方自治体 5％ 
 活動内容：①学校教室の建設及び修復②学校運営、質の改善③地方自治体、コミュニティ支援 

 
① 学校教室建設及び修復 
ダカール首都近郊において、生徒数が過剰を呈している 17760 教室の建設及び拡張 
 
② 学校運営、質の改善 
ＰＤＥＦ第２フェーズ目標である質の改善に貢献することが目的。教員研修は、ＩＡ、校長、アク

ションエイドで構成される教授法チーム（ＡＦＤの専門家、コンサルタントが 2 日～３日のセミナー

を開催し、養成）が各県の県教授法指導チーム（県視学官及び退職した視学官、ＥＦＩ教員により構

成）を養成。県教授法指導チームが直接ＣＡＰ、ＣＯＤＥＣ活動を通じ、教員を研修する。過去カス

ケード方式により、各県ＩＤＥＮ以下にゾーンレベルの指導チームを設けたが、研修内容の質低下

が生じたため、現在は上記の方法に変更。 
～研修内容 
・ 教員に対する、算数と仏語の年間授業計画の作成支援 
・ ＣＡＰ及びＣＯＤＥＣ活動を機能化させるにあたり、ＩＤＥＮ及び小学校校長、教員に対し、そ

れぞれの役割を明確に規定の上、周知 
・ 各県レベルに教授法指導チーム（ドナー側のコンサルタント、専門家が）教授法ガイドの配布 
・ ＣＡＰ、ＣＯＤＥＣの活性化支援とガイド本の配布 
学校プロジェクトの推進（2005 年には 92 校、2006 年には 158 校が資金協力を受けている） 
 
～ＣＡＰ研修 
・ ＣＡＰ活動への教員の参加は業務の一環であるため、教員への交通費支給はなし。ただし、教員

の数を算定の上、各ＩＤＥＮに教員一人あたりの昼食代 2500F.CFA×人数分を振込む。トレーナ

ーである視学官に対しては、交通費 5000FCFA、日当 5000FCFA、資料費用 2000FCFA 飲食代

2000FCFＡの合計 14,000FCFA が支払われる。 
・ 通常モニタリング活動では交通費 5000FCFA、日当 5000FCFA の合計 10,000FCFAを視学官に支給
 
③ 地方地自体、コミュニティ支援 
CLEF 形成支援等 
 

 今後の見通しについて 
本プロジェクトは 2008 年 6 月くらいまでに評価を終了させ、その結果を見て、今後全国展開等の可

能性を検討する。現在教育省側ではＡＦＤに継続を望んでいるものの、現段階でその検討はされてい

ない模様。 
 

議事録  
内容 予算に関する会合 
日時 07 年 8 月 30 日 16：00－16：30 
場所 教育省 
面会者（先方） M. Mbaya Ndoumbé GUEYE , DPRE（Director）、Abdoulaye 
面会者（当方） 石原・宮崎・Kisaka・ファル高級クラーク 

 Abdoulaye より本プロジェクトの概要の説明があった。 
 石原団長より、本プロジェクトの予算、特に先方負担分に関する問題を提示し、DPRE よりアド

バイスを求めた。 
 
DPRE からのコメント・アドバイスは以下の通り。 
 DPRE より、本プロジェクトにおいて、セネガル負担分の割合(47％)が非常に高いと指摘があっ

た。 
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 各 IA の年間予算に組み込むことにより、先方政府負担を確保することは長期的(2009 年以降)には

可能だが、短期的には非常に困難である。 
 セネガル政府の予算は2008年度の予算請求には遅く、2009年以降の申請しかできない。また、日

本も出資している世銀のコモンファンドの利用は 速で 2008 年 7 月以降となる。 
 2007 年の第三国研修費用は、カナダの海外研修用の支援より確保する可能性がある。但し、セネ

ガルでは、海外出張の日当を 10 日間までしか認めていないことが、1 ヶ月の研修に予算を充てる

時の障害となる可能性がある。 
 M&E の日当・交通費は、プロジェクトにまとめて出資する形ができず、活動ごとに DAGE から

出資することになる。したがって、DAGE の負担が増え、活動に遅延が生ずる原因となりうる。 
 予算確保には DAGE 局長との会合が必要不可欠となるため、翌週月曜に DAGE, DPRE、DRH を

交え、会合を行うことを提案した。 
 当方からは、団長は土曜に出国するものの、翌週火曜までセネガルに滞在する宮崎団員が会合へ

出席することで合意した。 
 

 
議事録  

内容 M/M 作成・改訂 
日時 07 年 8 月 30 日 16：30－18：00 
場所 教育省 
面会者（先方） DEE-SG, Abdoulaye 
面会者（当方） 石原・宮崎・Kisaka・ファル高級クラーク・岩崎・伊藤 

 予算に関してはDEE内ではコミットできないという事柄を除いては、大きな変更なく、DEE内で

は M/M を承認した。 
 
この会合での変更事項は以下の通り。 
 ナショナルレベルの M&E チームを削除する。M&E の業務は、ナショナル実施チームが行うこと

とする。 
 Organisation Chart に協力隊が入っていることに対して、先方から質問があった。当方は、希望す

る隊員は他の教員と同様 CAP に入って研修を受けてもらう予定であると回答し、合意を得た。 
 先方より、PDM の仮定から「教員の仕事環境が悪化しない。」を削除するという提案があった。

Kisaka 団員は、ケニアでは就学率が上がったため、教員一人当たりの生徒数が急激に増えた例が

あるなど、予期せぬ理由から職場環境は悪化する可能性があることを指摘し、残すことで合意し

た。 
 ナショナル実施チームの TOR について合意した。 
 地方調整委員会は、地方の機関であるため、中央のプログラムマネージャー、JICA 専門家は入ら

ないことで合意した。 
 

 
議事録  

内容 M/M 終改訂 
日時 07 年 8 月 31 日 9：00－10：00 
場所 教育省 
面会者（先方） SG, DEE（Director）, IGEN(Director), Abdoulaye 
面会者（当方） 石原・宮崎・Kisaka・ファル高級クラーク・岩崎・伊藤 

 SG より調査団に対し、日本の協力への謝辞が述べられた。 
 M/M の予算部分に関し、SG より現時点では財務省との交渉ができていないため、コミットでき

ないとのコメントがあり、M/M の内容を予算と事務所に関しては、後日決定すると変更を加える

よう提案があった。 
 予算に関して、セネガル負担の割合(47％)が非常に大きいことを指摘した。また、JICA の支援が

3年間合計で100万ドルにも満たないことを指摘し、これだけ小さな支援なら他にも理数科支援を

してくれるドナーはあるという強気な発言があった。 
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 また、事務所に関してもの、担当省に尋ねることを約束した反面、ダカールに事務所が不足して

いる事情から、事務所を借り上げなければならない可能性もあり、その場合、プロジェクトによ

る負担を求めた。 
 石原団長は、先方負担が大きすぎる場合は、研修の期間を短くする、遅らせるなどの可能性を探

る必要性があると指摘した。 
 予算部分で合意ができていないため、2007年 12月としていたプロジェクト開始時期を白紙とし、

予算に関しての合意ができてから再度決めることとした。 
 

議事録  
内容 M/M 署名 
日時 07 年 8 月 31 日 12：00－12：20 
場所 教育省 
面会者（先方） SG, Abdoulaye 
面会者（当方） 石原・宮崎・Kisaka・ファル高級クラーク・岩崎・伊藤 

SGから日本からの協力に謝辞が述べられ、双方による署名に至った。 
 

議事録  
内容 JICA 事務所 報告 
日時 07 年 8 月 31 日 14：15－14：45 
場所 JICA 
面会者（先方） 伊禮所長、白井次長 
面会者（当方） 石原・宮崎・岩崎・伊藤 

 石原団長より、調査の報告があり、予算に関して合意ができなかったため、JICA セネガルにおい

てフォローアップをしていただくようお願いした。 
 伊禮所長・白井次長より、継続的に協力をしていくというお言葉を頂いた。 

 
議事録  

内容 大使表敬 
日時 07 年 8 月 31 日 15：00－15：30 
場所 日本大使館 
面会者（先方） 斉藤大使、高沢第一書記官、杉山第二書記官 
面会者（当方） 白井次長・石原・宮崎・岩崎・伊藤 

 石原団長より、JICA のアフリカにおける教育協力の説明、それから本プロジェクトの概要の説明

があった。 
 大使より、本プロジェクトの内容に関する質問がいくつかあった後、セネガルが将来的には仏語

圏アフリカの中心となり、現在ケニアで行っているような第三国研修を隣国に実施できるよう期

待したいと述べた。 

 
議事録  

内容 大使館員との打ち合わせ 
日時 07 年 8 月 31 日 15：00－15：30 
場所 日本大使館 
面会者（先方） 高沢第一書記官、杉山第二書記官 
面会者（当方） 白井次長・石原・宮崎・岩崎・伊藤 
石原団長より、本プロジェクトの予算、特に先方負担事項に関して説明があり、見返り資金も含め

て様々な可能性を探る必要性を述べた。 
 
大使館よりは以下のような回答を得た。 
 プロジェクト予算の約半分を先方政府負担に求めるという発想は斬新的で、高官を持てる半面、

現実的に困難が多いという印象を受ける。 
 現在すでに 2008 年の予算請求には遅いため、先方政府負担を求めるには、時期が悪いのではない

か。 
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 見返り資金に関しては、教育環境でも申請の話が出ているため、2 つ同時並行に申請するという

のは、承認にするになる可能性がある。タイミング的には、1 年くらい開いていれば、大使館と

しては対処しやすかった。 
 見返り資金の活用は 後の切り札というような形で、石原団長の言うとおり、様々な資金源の可

能性を探っていただきたい。 
 できれば保健分野のように、定期会合を開き、定期的な情報共有をしていただきたい。 

 
 

議事録  
内容 プロドク作成 
日時 07 年 9 月 3 日 15：30－17：15 
場所 教育省 
面会者（先方） Abdoulaye 
面会者（当方） 宮崎 

 先方により作成されたプロドクのドラフトを改訂する形で、プロドクを作成した。 
 プロドクには詳細は記さず、M/M で添付した Annex をプロドクでも同様に Annex として添付する

形で、まとめることで合意した。 
 

 
議事録  

内容 プロドク作成 
日時 07 年 9 月 4 日 15：30－17：15 
場所 教育省 
面会者（先方） DAGE(局長)、DPRE(局長）、DRH(局長)、Abdoulaye 
面会者（当方） 白井次長・宮崎・岩崎・伊藤・ファル高級クラーク 

 DPREより、Organisation ChartにDPREが含まれていないことへの不満が述べられ、プロジェクト

を DPRE に置くように要望があった。 
 DAGE は、今日の会合まで本プロジェクトの予算に関して情報を提供されていないので、2007
年、2008 年は予算に組み込まれていず、予算の確保が不可能であることが述べられた。 

 白井次長が、本プロジェクトはまだ開始されたものでなく、本調査団により準備が行われている

段階であることを指摘し、本会合は、その準備のステップの一つとして予算確保を図りたいと考

えており、先方政府参加者のアドバイスを頂きたいと述べた。 
 その後、予算措置に対し具体的な協議が進み、結果は以下のとおり。 
 2007 年(約 160 万円)、2008 年(約 2140 万円)：（日本政府より約 4 億円投入された）世銀の能

力強化コモンファンドへの申請をする。2009 年(約 2480 万円)、2010 年(約 2370 万円)：対象

州の各 IA が政府予算に研修費を組み込む。 
 今年度の世銀のコモンファンドはすでに世銀より教育省へ支払われているため、世銀の承認が降

りれば、すぐにでも支払いが可能で、10 月末の研修費へ補填することも可能である。そのため、

教育省（DEE）により、申請書(年間行動計画と予算詳細案)の作成を早急に行い、世銀に提出する

こととした。 
 2009 年以降、研修費はプロジェクトの先方政府負担分としてではなく、各 IA の研修費として計上

することによって、予算確保が可能。但し、ケニアによる第三国研修の日当に対しては、JICA が

宿泊・食事を提供しているため、政府予算による補填は不可能である。これに関しては、世銀の

コモンファンドの利用が可能かをあたる必要がある。 
 今年度終了した開発調査の先方政府負担事項として 2600 万 FCFA のうち、約 1000 万 FCFA が残

っており、その資金を本プロジェクトに活用することは可能。但し、活用には、領収書が必要な

ため、JICA による立替が実質的には必要となる。開発調査へ支払われる予定の役 1600 万 FCFA は

DAGE による手続きが数ヶ月前に終わっており、財務省による支払いをおっている段階である。

（支払いは、DAGE より IA-Louga に対し行われ、IA より JICA へ返却される予定である。） 
 後に、宮崎団員より、当初の予定通り 2007 年 12 月にプロジェクトを開始するには、今月中に

先方政府より予算に対するコミットメントが必要であることが伝えられた。それに対し、DPRE 局

長からは、世銀の承認が降り次第、コミットメントができるため、そのプロセスには 1 ヶ月もか

からないだろうという発言があった。 
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